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研究部 

本研究の目的は、障害者の就労選択支援施行に向け、支援者のアセスメントスキルを平準

化に資するための〈研修カリキュラムとシラバス〉、及び障害者本人の状態の波と支援環境を

突合させたモニタリングツール（就労支援アプリ）を開発することである。令和 5 年度は、

アセスメントに関する研修ニーズ、及び熟練者の就労アセスメントスキルを解明し、〈就労支

援アプリ〉を基本設計した。令和 6 年度は、〈研修カリキュラムとシラバス〉案と〈視覚教材〉

を作成し、〈就労支援アプリ〉試作品を用いて［就労アセスメント研修］を試行した。令和７

年度は、〈研修カリキュラムとシラバス〉案、及び〈就労支援アプリ〉試作品の課題を修正し、

完成することに取り組んだ。 

まず、〈研修カリキュラムとシラバス〉は、アセスメント演習をデモンストレーションの〈視

覚教材〉視聴とロールプレイを組み合わせ、リフレクション演習はアセスメントの振り返り

に絞る形で修正した。また、ファシリテーターの手引きを作成し、演習の円滑な進行を補佐

した。その結果、研修前後の目標達成度とアセスメントスキルの自己評価、研修の理解度・

満足度を、令和 6 年度の 2 種の演習の自己評価と比較したところ、全ての項目で令和 7 年度

は令和 6 年度を上回った。 

〈就労アセスメントアプリ〉試作品は、令和 6 年度は、主に精神障害者に試用していただ

いたが、難病患者も状態の波が就労に影響しているため、を可視化し、セルフモニタリング

を就労支援に活用することが望まれる。そこで、令和 7 年度は難病患者、中でも自己免疫疾

患患者に使用していただいた。その結果、難病患者の本来感はアプリ試用前から精神疾患患

者よりも高かったが、アプリ試用でセルフモニタリングすることにより本来感はさらに向上

した。課題としては、働く目的を 1 週間単位で確認する必要性が述べられた。 

状態の波の大きい障害者に有用な〈研修カリキュラムとシラバス〉〈視覚教材〉〈就労支援

アプリ〉を完成した。 



2 

 

Ａ．研究目的 

障害者の就労選択支援施行に向け、①支援

者のアセスメントスキルの個人差を平準化す

るための学習支援の不足、②障害者本人の状

態の波（身体面・心理面の良好な時期と不調

な時期）と支援環境（物理的・人的支援状況

等）を突合させてモニタリングし、関係機関

等との情報共有のために可視化するツールの

不足等の問題がある。 

本研究の目的は、まず、問題①に対し、熟

練者の就労アセスメントスキルを解明し、そ

れらを反映した〈研修カリキュラムとシラバ

ス〉と〈視覚教材〉を制作する。さらに、上

記問題②に対し、障害者本人の状態の波と支

援環境を突合させて経過をモニタリングし、

就労の阻害要因や促進要因を可視化するため

の〈就労支援アプリ〉を制作する。これら 2

つの目的を関連させながら研究を行い、〈研修

カリキュラムとシラバス〉〈視覚教材〉〈就労

支援アプリ〉を統合した［就労アセスメント

研修］パッケージを最終成果物として開発し、

支援者のスキルの平準化、及び関係機関等と

の情報共有の改善を図る。 

令和 5 年度は、アセスメントに関する研修

ニーズ、及び熟練者の就労アセスメントスキ

ルを解明し、さらに〈就労アセスメントアプ

リ〉を基本設計した。 

令和 6 年度は、就労アセスメントの〈研修

カリキュラムとシラバス〉案と〈視覚教材〉

を作成し、〈就労支援アプリ〉試作品を用いて

［就労アセスメント研修］を試行した。 

令和７年度は、〈研修カリキュラムとシラバ

ス〉案、及び〈就労支援アプリ〉試作品の課

題を修正し、完成することに取り組んだ。 

 

Ｂ．研究方法 

１．就労支援の研修のカリキュラムおよびシ

ラバスの開発に関する研究 

研修は、ADDIEモデルに沿って①講義と

②演習で構成され研究班及び有識者と協議を

重ねた。 

 

2．演習内容の開発  

ADDIE モデルに沿って開発した。令和 6

年に実施した演習の評価から課題を抽出し、

モンストレーション視聴とロールプレイの両

者を組みあわせた形式に演習内容を修正した。

令和 7 年 12 月に就労選択支援員に実施し、

次の 3 点を評価した。(1)アウトプット：「研

修目的・目標達成度の自己評価」「アセスメ

ントスキル」「研修内容の理解度」「研修内

容の満足度」を統計的に解析した。研修後の

自由記載を参考にした。(2)プロセス：アウト

プット評価を基に、ニーズの特定、対象選定、

目的・目標、演習内容の適性を研究班で検討

した。 

(3)ストラクチャー：アウトプット評価を基に、

従事者、設備等の適正を研究班で検討した。 

 

３．アセスメント研修の評価 

[就労アセスメント研修］を試行し、１）本

研修全体を通じた受講前後の自己評価の変化

の検討 ２）令和 6 年度は、a.ロールプレイ

を行う演習 （以下、a.ロールプレイ型）、ま

たはb.デモンストレーション視聴による演習 

（以下、b.デモンストレーション視聴型）と

いう二種の形式で試行した。令和７年度は、

c.デモンストレーション視聴とロールプレイ

の両者を組みあわせた形式（以下、c.混合型）

で試行した。 [c.混合型]の研修アウトカム評

価として 質問票をWeb配信し、1）GIO,SBO

ｓ、アセスメントスキルに関する自己評価の

受講前後の変化、及び、2）研修理解度、研

修満足度の評価を令和６年度[a.ロールプレ
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イ型]及び[b.デモンストレーション視聴型]

と比較した評価を調査した。分析方法は 1) 

については受講者 20 名中、前後の突合がで

きた 17 名の各回答を点数化し、統計分析用

ソフトウェアのRで、研修受講前後の自己評

価の差を符号検定で分析した。2) については、

肯定的回答と否定的回答に分別し割合を示し

た。 

 

４．就労支援アプリ開発に関するアンケート

調査研究 

令和 5年度に基本設計した就労支援アプリ

「わらいふ」の試作品を、令和 6 年度は主に

就労を希望する精神障害者と支援者の協力を

得て「感じていること」や「使用感」を調査

した。本研究の支援対象である「状態の変調

の大きい障害者」は精神障害者や難病患者を

想定しているため、令和 7 年度は難病患者、

なかでも就業人口に占める割合の高い炎症性

腸疾患等を含む自己免疫疾患もつ者を対象と

した。「わらいふ」使用後に、１）基本属性：

年代・性別・障害種別 ２）本来感 ３）自

己の波の認識や環境の変化 ４）アプリの使

いやすさ ５）自由記述を調査した。分析は、

記述統計（選択式設問への回答）、及び質的記

述的分析（自由記述回答）を行った。 

 

５．〈就労支援アプリ〉試用結果の活用 

アプリ試作品を、就労移行支援事業者等で

1 月程度試用し、アプリ試用中の行動・心身・

環境の値の変動を検討した。1 月以上の継続

記入が確認された 17 名のうち、行動・心身・

環境 3 つの大項目のデータを満たした 10 名

に対して3つの大項目の変化について検討を

した。 

 

（倫理面への配慮）国立保健医療科学院

倫理審査委員会の承認を得た（承認番号

【NIPH－IBRA＃24004-2】）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．就労支援の研修のカリキュラムおよびシ

ラバスの開発に関する研究 

令和 6 年度の評価を踏まえ、①講義は変更

せず、②演習の構成、及び、アセスメント場

面の示し方を修正した。全体評価を踏まえて、

カリキュラムとシラバスを完成した。演習の

詳細は次項に示す。 

 

２．演習内容の開発  

結果として、Assessmentではアセスメント

演習はロールプレイとデモンストレーション

を組み合わせること、「自己の実践の振り返

り」はアセスメント演習の振り返りの意味を

重視すること、ファシリテーションの統一の

必要性、ZOOM 操作専任者の必要性等を判

断した。Design・Developmentではアセスメ

ント演習はデモンストレーション動画を作成

し、動画視聴とロールプレイを組み合わせた

プログラムとした。「自己の実践の振り返り」

は、アセスメント演習終了後に移動した。ま

た演習全体の導入でグランドルールやグルー

プ毎のルール確認し、手引きに沿ってファシ

リテートを行う計画とした。Implementation

では、令和7年12月に20名にオンライン 研

修 を実施した。Evaluationでは、アウトカム

は就労先や地域に関するアセスメント以外は 

全体に自己評価が令和 6 年度よりも 改善し

た。プロセス評価では、ルールを決めたこと、

所属自治体の規模や地域を考慮したグループ

編成、ファシリテーターの手引が功を奏した

と思われた。一部 対面開催の希望もあった 。

ストラクチャー評価では、就労先 や地域のア

セスメントを充実する場合は、集合研修は２
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日必要など考えられた。 

 

３．アセスメント研修の評価 

１）については令和７年度[c.混合型]は

GIO,SBOｓ全体に正の変化が見られ、「障害

者雇用・就労支援の理念、目的を述べること

ができる」以外について有意差が認められた。

アセスメントスキルは、「就労先の経営理念と

求める人物像」「自治体の福祉や医療等の社会

サービス資源の種類や支援内容の充実さ」等

は受講後に自己評価の低下が認められたが、

全体に正の変化が見られた。令和６年度[a.

ロールプレイ型] [b.デモンストレーション視

聴型]との比較においても、令和７年度[c.混

合型]はすべての項目で高得点であった 。 

２）については「地域を見る必要性と視点

－障害や疾病によりモニタリングが特に必要

な者の就労支援における連携」以外は、すべ

ての項目で 100％肯定的な回答であった。令

和６年度[a.ロールプレイ型] [b.デモンスト

レーション視聴型]との比較においても、令和

７年度[c.混合型]はすべての項目で高得点で

あった 。 

 

４．就労支援アプリ開発に関するアンケート

調査研究 

アプリ「わらいふ」使用前後の本来感の変

化を令和６年度に比べると、全体に本来感は

アプリ試用前から高めであった。使用後も、

令和７年度はかなり高かった。自己の波の認

識や環境の変化も、令和６年度に比べ全体に

令和７年度は、自己の波を認識できたり環境

を整えることができたと回答するものが多か

った。アプリ「わらいふ」の使いやすさも、

令和６年度に比べ全体に令和７年度は、全体

に使いやすい回答が多かった。自由記述欄で

は、週単位の目標を設定することは新たな意

見であった。 

 

５．〈就労支援アプリ〉試用結果の活用 

3 名はアプリ試用中に行動・心身の値に上

昇が見られ、環境は安定していた。他の 7 名

は、行動・心身の値に変動が続く者、行動・

心身の値が徐々に低下する者が見られ、環境

の値は変化が見られなかった。 

 

Ｄ．考察 

１．就労支援の研修のカリキュラムおよびシ

ラバスの開発に関する研究 

3 年間の研究で難病患者の就労支援に特化

した研修カリキュラムおよびシラバスを整備

した。難病患者の就労支援においては、従来

の知識伝達型研修のみでは不十分であり、実

践場面に即した判断力と対話的支援力を統合

的に高める研修設計の重要性が明らかとなっ

た。特に、症状の変動性や就労環境の多様性

に対応するためには、個別性を踏まえた就労

アセスメント能力が中核となり、その習得に

は事例検討の演習が有効であることが示唆さ

れた。令和 7 年度に開発した動画教材とロー

ルプレイ、ミニレクチャーによる演習は、受

講者の理解促進と負担軽減の両立に寄与し、

学習効果の向上に資する可能性がある。また、

支援の質向上には個人の技能に依存するので

はなく、地域資源の把握や多職種連携を含む

メゾ・マクロレベルの視点を組み込むことが

不可欠である。以上より、本研修モデルは、

実践的かつ持続可能な人材育成の基盤となり

得るものであり、今後は集合研修との併用や

継続的評価を通じて改訂をされながら、活用

されることが期待される。 

 

２．演習内容の開発  

アセスメント演習を、デモンストレーショ

ン動画視聴とロールプレイを組み合わせた効
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果に加え、グループ編成、ファシリテーショ

ンの統一が功を奏したと思われた。対面での

演習の開催の希望もあり、今後、就労先や地

域のアセスメントを充実する場合は、集合研

修は２日必要など考えられた。 

集合研修を一日とした場合の 演習として

一定の成果が得られるプログラムとなったと

考えられる。 

 

３．アセスメント研修の評価 

[c.混合型]により、講義も含め、全体に正

の変化が見られた。前項にも示したように、

演習方法の工夫に加え、ファシリテーション

の統一を図ったことも功を奏したと考える。 

 

４．就労支援アプリ開発に関するアンケート

調査研究 

本来感、波の認識が令和６年度より、良好

であったことは、病を持ちながらの生活経験

の長さ、それに伴う症状管理の自分なりの療

養方法の確立、支援体制の差と思われる。使

いやすさが良好であったことは、令和６年度

は知的障碍者が２割損沿いしたことも関係す

るかと思われる。就労選択支援の要素の新汚

行に合わせて、週単位の目標設定等も効果的

と思われる。 

 

５．〈就労支援アプリ〉試用結果の活用 

 支援現場の実情に合わせたアプリ設計や操

作マニュアルに加え、アプリ等のツールを活

用する際の支援者のスキルの平準化が求めら

れる。 

 

 

Ｅ．結論 

〈就労支援アプリ〉は、行動変容や職場環

境整備などの具体的な成果につなげるための

仕組みが必要である。さらに、支援現場の実

情に合わせたアプリ設計や操作マニュアル・

研修プログラムの充実が求められる。 

[アセスメント研修]は、講義は妥当であっ

たが、演習はデモンストレーション動画視聴

とロールプレイを組み合わせる、リフレクシ

ョンはアセスメントの振り返りに絞るなどの

改定が必要である。 

〈就労支援アプリ〉は可視化された結果を、

障害者本人と支援者が協働で活用していくス

キルが求められる。入力項目の妥当性、一定

期間の行動・心身・環境の変化を障害者本人

と支援者が共に確認し、本人や環境の調整な

ど、支援にフィードバックするプロセスが重

要であり、そこにこそ、アプリを活用しなが

ら人が人を支援していく意味が込められてい

ると考える。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

   

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

丸谷美紀 , 湯川慶子 , 川尻洋美 , 今橋

久美子, 武澤友広, 湯沢由美．変調の大き

い障害者のためのアプリを併用した就労

アセスメント研修の開発―ADDIE モデ

ル を 用 い て ― . 保 健 医 療 科 学 

2025;74(4): 384-396 

 

Marutani M, Takezawa T. Current 

status and future prospects of assessment 

for employment choice support for 

people with disabilities in Japan. J. Natl. 

Inst. Public Health 2026; 75(1): 52-65. 

 

Marutani M. Takezawa T. Current status and 

future prospects of assessment for 
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employment choice support for people with 

disabilities in Japan. J. Natl. Inst. Public 

Health. 2026;75(1):52-62. 

 

園川千賀子，丸谷美紀. 障害者の就労支援と

文化 地域・民族・国家によって異なる障害の

捉え方と, 就労生活に及ぼす影響. 保健医療

科学．2025；74(4): 397-401. 

 

 

2.  学会発表 

Miki Marutani, Chie Usui, Hiroo Wada, 

Gensei Ishimura，Occupational Health for 

People with Disability toward Universal 

Health Equity. Healthcare League 2025.2. 

24-26; Bangkok. Thailand. 

 

Miki Marutani, Takayasu Kawaguchi. 

Self-care support for people with disabilities 

utilizing an employment support app 

WARAIFU.29th EAFONS; 2026.2.26-28; 

Singapore. 2026/4/14 アクセス 

https://eafons2026.sg/ 

 

Miki Marutanil Keiko Yukawa, Hiromi 

Kawajiri, Hisashi Eguchi. Content validity of 

support stuff’s assessment skills index for 

employment of people with disability. 4th 

Healthcare Insights;2025.7.24; Dubai UAE. 

2026/4/14 アクセス

https://atndr.com/e/healthcare-insights-202

5-335 

 

Miki Marutani, Chie Usui, Hiroo Wada, 

Gensei Ishimura. Survey research on the 

development of employment support apps for 

people with disabilities. 2nd the Pacific Rim 

College of Psychiatrists (PRCP) and 7th the 

World Association of Cultural Psychiatry 

(WACP);2025.9.25-27; Tokyo. 2026/4/14 ア

クセス https://www.prcpwacp2025.com/ 

 

丸谷美紀，武澤友広．〈アプリを併用した就

労アセスメントの専門性向上のための研修の

開発についての研究〉アセスメント研修の評

価. 第 33 回職業リハビリテーション研究・実

践発表会；2025．10．13；東京 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 

3.その他 なし
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令和 7年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究研究事業） 

アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究 

 

就労支援の研修のカリキュラムおよびシラバスの開発に関する研究 

 

研究分担者 湯川 慶子（国立保健医療科学院 疫学・統計研究部・上席主任研究官） 

研究代表者 丸谷 美紀（国立保健医療科学院 生涯健康研究部・特任研究官） 

研究分担者    川尻 洋美（ 群馬パース大学 ・看護学部・講師） 

研究協力者    今橋 久美子（ 国立障害者リハビリテーションセンター研究所・室長） 

 

研究要旨 

【背景】 

障害者総合支援法の施行以降、就労支援の取組みは拡充されてきたが、支援者の専門性

の確保と質の向上は依然として重要な課題である。また、難病患者は症状の変動性や就労

形態の多様性に対応する必要があり、個別性の高い支援が求められるものの、従来の研修

体系では十分に対応できていないのが現状である。そこで、本研究では、昨年度までに難

病患者の就労支援の事例検討をメインにした研修を開発し、今年度はより研修生のニーズ

に即した形で研修の完成を目指した。これを通じ、障害者の就労支援者が研修を受講し、

就労選択支援の理解し、よりよい就労支援が提供されるようになることを目的とする。 

 

【方法】 

こうした背景から、本研究班では令和 5年度に文献レビュー、就労支援関係者へのヒア

リング、海外事例の調査等を通じて、現行の研修の実態と課題を整理し、就労アセスメン

トの専門性向上に資する研修モデルの原案を作成した。 

令和 6年度は、この原案を基に有識者会議および試行的研修を通じて内容の見直しを行

い、実効性の高いカリキュラムおよびシラバスの整備を進めた。講義では「雇用」や「治

療と就労の両立支援」を新たに組み込み、演習は難病患者の就労支援事例に絞ることで、

より実践的な支援スキルの習得を目指した。 

令和 7年度は、前年度に行った研修内容をより分かりやすくするために、演習の内容を

改訂した。具体的には、事例検討の場面に関して、患者と支援員その他のスタッフを俳優

が演じる動画を作成し、場面ごとに閲覧して、グループで話し合ってもらう形とした。ま

た、その場面ごとにミニレクチャーとしてポイントを説明する時間を設けた。これらの改

訂により、受講生である就労支援員の負担が減るとともに、より理解しやすい研修カリキ

ュラムが完成した。 

 

【考察・結果】 

3年間の研究で難病患者の就労支援に特化した研修カリキュラムおよびシラバスを整備

した。難病患者の就労支援においては、従来の知識伝達型研修のみでは不十分であり、実

践場面に即した判断力と対話的支援力を統合的に高める研修設計の重要性が明らかとなっ

た。特に、症状の変動性や就労環境の多様性に対応するためには、個別性を踏まえた就労

アセスメント能力が中核となり、その習得には事例検討の演習が有効であることが示唆さ

れた。令和 7年度に開発した動画教材とロールプレイ、ミニレクチャーによる演習は、受

講者の理解促進と負担軽減の両立に寄与し、学習効果の向上に資する可能性がある。また、

支援の質向上には個人の技能に依存するのではなく、地域資源の把握や多職種連携を含む

メゾ・マクロレベルの視点を組み込むことが不可欠である。以上より、本研修モデルは、

実践的かつ持続可能な人材育成の基盤となり得るものであり、今後は集合研修との併用や

継続的評価を通じて改訂をされながら、活用されることが期待される。 
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Ａ．研究目的  

わが国では、障害や難病、ひきこもり等

により「働きづらさ」を抱える人が約

1500 万人と推計されており（日本財団 , 

2025）、包括的支援の重要性が高まってい

る。こうした、障害者の就労を支援するに

あたっては、障害特性を的確かつ詳細に把

握するとともに、本人の特技や関心、就労

に対する希望を十分に踏まえた支援を行う

ことが不可欠である。このような背景のも

と、2022 年 10 月に「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律

（障害者総合支援法）」の改正法が成立し、

新たに「就労選択支援制度」が規定された

（障害者総合支援法第 5条第 1項第 15号）。 

同制度は 2025年 10月より開始され、障

害者本人の意思や生活状況に応じた多様な

働き方を尊重し、本人の希望に沿った就労

を実現するための支援の充実が求められて

いる。障害者本人の強みや課題、必要な合

理的配慮等について、本人と支援者が協働

して整理・評価する就労アセスメントの実

施が中核的な役割を担う。このため、就労

アセスメントを適切に実施できる支援者の

専門性の確保および向上が、制度の実効性

を左右する重要な要素となる。 

本研究は、こうした制度的要請を踏まえ、

就労支援者の就労アセスメントに関する専

門性向上に資する研修の在り方を検討する

ことを目的として、段階的に研究を実施し

てきた。すなわち、令和 5年度は、文献検

討、就労支援関係者へのインタビュー調査

および海外における支援状況の視察等を通

じて、障害者の就労支援に関する研修の実

態および課題を明らかにし、研修モデルの

構築を行った。続く令和 6年度には、当該

研修モデルを基に実際の就労支援者を対象

とした研修を実施し、受講者評価等を踏ま

えて改善し、実践的なカリキュラムおよび

シラバスの精緻化を図った。 

これらを踏まえ、本研究（令和 7年度）

においては、これまでに開発してきた研修

プログラムの有効性および実用性を検証す

るとともに、制度運用を見据えた最終的な

研修内容の確立を図ることを目的とする。

具体的には、研修の実施および評価を通じ

て、支援者の就労アセスメント能力の向上

への寄与を検証し、あわせて実務への適用

可能性および運用上の課題を整理すること

により、就労選択支援制度の円滑な実施に

資する実践的な研修の構築を目指すもので

ある。 

 

Ｂ．研究方法 

 令和 5年度、研究班全体で複数の研究結

果を踏まえ、研修カリキュラム案を作成し

た（表 1）。まず、国内外の文献や先行研

究から就労アセスメントに関する研修ニー

ズを抽出した。また、就労支援員 27 名を

対象に研修ニーズおよび熟練者のスキルに

関する半構造化インタビューを実施し、こ

れまで受講した研修とさらに必要な研修内

容を整理した。さらに、その研修ニーズの

妥当性検証のため、全国の就労移行支援事

業者を対象に郵送調査を行った。 

また、海外の動向把握のため 2024 年 2

月にアメリカ合衆国ハワイ州での PacRim

学会にて障害者の就労支援に関する知見を

収集した。あわせて、ハワイ大学マノア校

障害学研究センター（Center on Disability 

Studies; CDS）との意見交換を通じ、学習

支援および就労支援の最新動向を把握した。

これらの結果を総合的に踏まえ、国内の就

労支援者の就労アセスメント能力向上を目

的とした研修カリキュラム案を作成した。 

令和 7年度は、前年度に実施した研修か

ら受講者により理解しやすく、かつ実務に

即した内容にすることを目的として、演習

の構成および実施方法の再検討を行った。

前年度の研修では、受講者が提示された情

報をもとに場面を想定しながら議論を行う

形式を採用していたが、受講者からは、支

援場面の具体的なイメージを十分に共有す

ることが難しいとの指摘があった。また、

場面の理解に時間を要し、グループワーク

そのものに割ける時間が制約されるという
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課題も明らかとなった。 

これらの課題を踏まえ、演習の具体性お

よび理解のしやすさを高めるため、患者お

よび就労支援員、その他の関係スタッフの

役割を俳優が演じる動画教材を新たに作成

した。作成した動画は複数の場面に分割し、

それぞれの場面ごとに視聴した上で、グル

ープディスカッションを行う形式とした。

これにより、受講者が実際の支援過程を視

覚的・具体的に把握しながら検討を進める

ことが可能となり、議論の質の向上が期待

された。さらに、各場面の終了後にはミニ

レクチャーの時間を設け、当該場面におけ

る就労アセスメントの視点や評価のポイン

ト、支援上の留意事項について講師が整

理・解説することで、受講者の理解の補強

および知識の体系化を図った。 

加えて、動画とミニレクチャーを組み合

わせた構成とすることで、受講者が自らの

経験と照らし合わせながら学習を進めやす

い環境を整備した。これにより、単なる知

識習得にとどまらず、実務における意思決

定や支援方針の検討に結びつく応用的な学

習が促進されるよう工夫した。 

これら一連の改訂の結果、受講生である

就労支援員にとっての認知的負担が軽減さ

れるとともに、学習内容の理解が深まり、

研修への参加満足度の向上にも寄与した。

また、研修で扱う内容と実務との関連性が

より明確となったことで、現場での活用可

能性が高まった。以上より、本研修は、よ

り理解しやすく、かつ実践的な内容を備え

たカリキュラムとして完成度が向上した。 

 

Ｃ．研究結果 

本報告書では、昨年度のカリキュラム案

から、研修実施や有識者会議を経て、就労

支援の研修のカリキュラムおよびシラバス

を改訂したプロセスを報告する。 

 

1．就労アセスメントの専門性向上のため

の研修カリキュラム 

本研修カリキュラム（表 2）は、障害者

の就労支援に携わる中堅職員の専門性向上

を目的とし、「就労アセスメント」に関す

る理論的理解と実践的技法の深化を図るこ

とを主眼としている。 

研修の受講者は、障害者の就労支援にお

いて実務経験が 3年以上の者であり、すで

に基礎的研修を修了している、あるいは同

等の知識・経験を有していることが望まし

いと設定している。というのも、本研修は、

初学者向けの基礎的な研修ではなく、一定

の支援経験を積んだ実践者に対し、より高

度な専門的知見と実践力を提供する目的で

作成されているためである。 

本研修は「事前学習（オンデマンド）」

と「集合研修（オンライン）」から構成さ

れている。事前学習では、就労支援の理念

や制度、就労アセスメントの枠組みなどの

理論的知識に関して、多様な専門家による

講義を通じて学習する。集合研修では、グ

ループワークや演習を通じて、事前に学ん

だ理論を現場で活用するための実践的スキ

ルの獲得を目指す。 

 

1.1 事前学習 

事前学習は、「障害者雇用・就労支援の

理念・目的」から始まり、障害のある人を

雇用する意味、また当事者にとっての就労

の意義について深く掘り下げていく。村木

厚子氏から、雇用をめぐる社会的価値や共

生社会の実現における就労支援の意義が提

示される。続いて、厚生労働省の講師によ

る障害者雇用施策や就職準備性の解説があ

り、制度的な背景や支援体系についての理

解を深める。 

次の焦点は「就労アセスメント」に関す

る理論的枠組みである。障害や疾病により

特に就労が困難な人々へのアセスメントの

視点やモニタリングの必要性など、実務的

な視点からの講義が行われる。アセスメン

トを行う目的は、単なる評価にとどまらず、

支援の起点であり、個別性と継続性を重視

した「プロセスとしてのアセスメント」の

視点が強調される。相澤欽一氏や武澤友広
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氏ら、現場経験豊富な講師が、アセスメン

トシートの運用方法や、モニタリングが特

に重要となる対象者への評価ポイントにつ

いて解説を行う。 

また、「本人を中核としたアセスメン

ト」の考え方が次の 3つの視点から展開さ

れる点も特徴的である。まず「本来感」と

して、支援の中心に本人の価値観や生き方

を据えて考えていく。さらに「環境との突

合によるモニタリング」として、本人の心

身の状態や生活環境を総合的に捉える方法

を用いる。そして「地域連携」によって、

医療・福祉・企業等との協働体制を築く重

要性について学ぶ。これら 3点を通じて、

アセスメントが個人を深く理解し、継続的

かつ多角的に支えるための手法であること

を理解する内容となっている。 

 

1.2 集合研修 

集合研修では、まず「事前学習の振り返

り」として、参加者同士の自己紹介と事前

視聴講義での学びの共有が行われる。これ

は、受講者の経験や視点をお互いに共有す

ることにより、学びをより多角的・多層的

なものとし、受講者の理解を深めさせるこ

とを目的としている。 

続いて「アセスメント演習」は、本研修

の中核をなすパートであり、6 つの就労選

択支援の要素を想定した実践演習が組まれ

ている。演習内容には、「就労アセスメン

ト （ National Institute of Vocational 

Rehabilitation：NIVR）」「企業情報の提供」

「作業場面を活用した状況把握」「多機関

連携のケース会議」「アセスメント結果の

文書化」「本人との共同実施」など、実際

の現場を強く意識した実践的な演習が組み

込まれている。これらを通じて、受講者は

アセスメントのプロセスをより立体的・包

括的に理解し、現場での活用方法を具体的

に体得することができる。 

最後に「全体振り返り」では、演習を通

して得られた学びを整理し、今後の支援に

どう活かしていくか検討する時間が設けら

れている。この振り返りにより、研修の学

びが単発的な知識の習得で終わるのではな

く、研修直後からの継続的な支援の実践や

改善につながるよう意図されている。 

なお、研修の時間配分については、基礎

研修（900 分）の約半分にあたる 450 分程

度に設定されている。しかし、内容は非常

に密度が高く、理論と実践を行き来するも

のとなっている。また、講師は、厚労省の

行政担当者、医療・福祉現場の実務家、ア

カデミアの研究者などが配置されており、

制度・現場・研究を融合した学びが実現さ

れている。 

 

2．事前視聴講義 

「就労アセスメントの専門性向上のため

の研修」は、障害者の就労支援におけるア

セスメントの専門性を高めることを目的に、

計 9本の事前視聴講義が準備されている。  

各講義は、就労支援の理念・制度から具

体的な支援技法までを体系的に学ぶことが

できる内容となっており、各講師が専門分

野に基づき、支援者としての基盤形成を促

す構成となっている（表 2前半、詳細は令

和 6年度の報告書参照）。 

第 1講は、大阪大学ダイバーシティ＆イ

ンクルージョンセンター招聘教授である村

木厚子氏による「障害者雇用・就労支援の

理念・目的」である。 

第 2講から第 4講までは「障害者雇用・

福祉施策」として、制度的背景と行政的支

援についてである。 

第 2講は、厚生労働省障害者雇用対策課

の細川拓郎氏により、障害者雇用政策の全

体像や企業が求める「就職準備性」につい

て概説される。 

第 3講では、障害者職業総合センターの

春名由一郎氏によって、難病や精神障害者

など、特に就労に困難を抱える人々に対す

る支援の視点について講義され、障害や疾

病の特性に着目した支援方法が説明され、

就労選択支援の意義を理解する。 

第 4講では、厚生労働省障害福祉課の佐
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藤大作氏から、特に、利用者中心の視点と

制度設計との関係性に注目しながら、就労

選択支援制度の概要と、その根底にある支

援の理念に関する講義である。 

第 5講は「就労アセスメントの目的：プ

ロセスの重要性」について、宮城就業支援

ネットワーク代表の相澤欽一氏が講義する。 

第 6講は、障害者職業総合センターの武

澤友広氏による「就労支援のためのアセス

メントシート」に関する講義である。 

第 7 講から第 9 講までは、「本人を中核

としたアセスメント」をテーマに、異なる

切り口から当事者中心の支援のあり方が論

じられる。 

第 7講「自分らしさ」については、本研

究班の代表を務める丸谷が、本人の「本来

感」や「自分らしさ」をいかに理解し、支

援に取り入れていくかを解説する。 

第 8講「環境との相互作用の中でのモニ

タリング」では、本研究班の川尻が、環境

との関係性の中で利用者の就労を支援する

視点を提示する。 

第 9講「地域性」では、釧路のぞみ協会

の髙谷さふみ氏が、地域社会との関係性を

重視したアセスメントの必要性を述べる。 

以上の 9講義では、理念・制度・実践の

三層構造の中で、就労アセスメントの専門

性を体系的に高める内容となっている。支

援者が障害のある人々と向き合い、協働し、

モニタリングと対話を通じて就労支援を実

現していく基盤形成のため、事前視聴講義

が位置付けられている。 

 

3. 集合演習（オンライン） 

「就労アセスメントの専門性向上のため

の研修」における「アセスメント演習」は、

障害や疾病により継続的なモニタリングが

必要な者に対する就労支援の実践力向上を

目的とし、計 320分にわたる構造的かつ実

践的な内容で構成されている（表 2 後半）。

本演習では、参加者が自身の実践を内省す

るとともに、模擬事例を通じて就労アセス

メントの各プロセスを体系的に学ぶことで、

支援者としてのアセスメント力の向上を図

る。指導には、障害者職業総合センターの

研究者、大学研究者、就労支援実践家など

多様な専門家が関与し、理論と実践を統合

した体制が整備されている。 

冒頭では、研修の全体目標（General 

Instructive Objectives：GIO）および各学習

目 標 （ Specific Behavioral Objectives ：

SBO）の確認と事前学習の振り返りを行い、

学習内容の整理と実践への接続を図る。 

第 1 セッション「自組織の紹介」（65

分）では、4 名 1 グループで所属組織およ

び地域の特徴を共有する。SWOT 分析

（ Strength 、 Weakness 、 Opportunity 、

Threat）を用いて組織や地域資源の現状と

課題を整理することで、就労支援における

連携や資源活用の視点を養うとともに、参

加者間の相互理解と実践知の共有を促進す

る。 

第 2セッション「演習①自己の実践の振

り返り」（65 分）では、Gibbs のリフレク

ションモデル（記述・感覚・推論・分析・

評価・行動計画）を用い、過去の支援事例

を題材に内省を行う。対象は、継続的なモ

ニタリングが必要な障害者の就労支援事例

であり、支援の課題や有効な対応を多面的

に再検討する。あわせて、エコマップ等の

ツールを活用し、関係機関との連携構造の

理解を深める。 

第 3セッション「演習②模擬事例を用い

たアセスメント演習」（180 分）では、就

労選択支援における 6要素（就労アセスメ

ント、企業情報の提供、作業場面の活用、

多機関連携によるケース会議、アセスメン

ト結果の作成、本人との共同実施）に基づ

き、模擬事例を用いた実践的演習を行う。

グループ討議やロールプレイを通じて、見

立ての構築、情報共有、多機関連携、結果

の統合、そして「本人と共同して進める」

支援の重要性を学ぶ。これにより、支援の

全体像を俯瞰的に理解し、現場に応用可能

な実践知の獲得が期待される。 

第 4セッションでは「全体の振り返り」
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を行う。講義および演習を通じて得られた

知見や気づきを整理し、参加者各自が所属

組織における人材育成や支援体制の今後の

方向性を検討する。これにより、研修での

学びを各現場に還元し、支援の質向上につ

なげる視点を養う。 

続く第 5 セッションでは、10 分間の

「まとめ」を実施し、研修全体を総括する

ことで、参加者が学びを整理し、就労支援

の現場へ持ち帰ることを促す。 

教科書および参考資料としては、リフレ

クションスキルの向上や地域連携、経営学

的視点に関する文献を用い、支援者の多角

的な専門性の育成を支援している。評価は、

研修前後における目標達成度の自己評価に

より行い、受講者の主観的な成長を把握す

る方法を採用した。 

以上の集合研修と事前視聴講義の全体構

造を図 2に示した。 

 

4. 研修カリキュラムの改訂の経過 

研修のカリキュラムは、初年度に実施し

た有識者会議での指摘や受講者による評価

結果、さらに研修スタッフによる振り返り

や気づきを総合的に踏まえ、難病患者の就

労支援を主たる対象として、前年に引き続

き改訂を行った。難病患者に対象を絞るこ

とにより、症状の変動や長期的な体調管理

を踏まえた就労支援など、より専門的かつ

実践的な支援スキルの習得が可能となった。

一方で、専門性の向上に伴い内容が難解と

なる側面もあるため、受講生の理解のしや

すさに配慮した構成上の工夫を併せて行っ

た。 

講義については、受講生の負担軽減およ

び受講機会の確保の観点から、オンライン

形式で実施し、集合研修前に各自で事前視

聴する方式とした。これにより、集合研修

時には基礎知識の共有が前提となり、演習

により多くの時間を充てることが可能とな

った。アセスメント演習では、冒頭の自己

紹介および事前学習の振り返りに続き、4

名 1グループに分かれて、講義で得た知見

と各自の課題を共有するグループディスカ

ッションを実施した。 

演習は、就労選択支援の主要なプロセス

を想定した 5 つの場面から構成され、「就

労アセスメント（NIVR: National Institute of 

Vocational Rehabilitation）」「本人への企業

情報等の提供」「作業場面を活用した状況

把握」「多機関連携によるケース会議」「ア

セスメント結果の作成」の各場面について、

約 40 分ずつ事例検討を行った。模擬事例

を用いることで、就労選択支援における一

連の流れを段階的に体験しながら、アセス

メントを深化させる方法を学ぶ構成とした。 

さらに、受講生の負担軽減と理解促進を

図る観点から、本年度の改訂では、従来の

研修スタッフによる模擬実演に代えて、専

門の俳優が演じる動画教材を新たに作成し

た。従来の模擬実演は、その場での再現性

や臨機応変な対応が可能である一方、受講

者にとっては場面の理解が一度限りとなり、

状況把握にばらつきが生じやすいという課

題があった。 

これに対し、動画教材の導入により、支

援場面を一定の質で再現し、受講者全員が

同一の情報を基に検討を行うことが可能と

なった。また、視覚情報と聴覚情報を組み

合わせることで、患者の表情や声のトーン、

支援員の対応の細部といった非言語的要素

を含めて把握することができ、支援過程の

理解がより立体的に深まる効果が期待され

る。さらに、動画は必要に応じて繰り返し

視聴することが可能であるため、受講者が

自身の理解の程度に応じて振り返りを行う

ことができ、学習の定着にも寄与する。 

加えて、専門の俳優による演技を採用し

たことで、実際の支援場面に近い臨場感や

現実性が担保され、受講者が具体的な状況

をイメージしながら検討を進めやすくなっ

た。これにより、単なる知識の習得にとど

まらず、実務における判断や対応の在り方

を主体的に考察する契機が提供されること

となった。結果として、支援場面の理解が

均質化されるとともに、より実践的かつ応
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用可能な学びを促進する教材として機能し

ている。 

また、各場面の終了後には、当該場面に

おける重要なポイントを整理・解説する時

間を設け、理解の補強と知識の定着を図っ

た。 

研修の最後には、「演習全体を通じた学

びと今後の方針」をテーマとしてグループ

で討議を行い、各自の実践にどのように活

かしていくかについて具体的な計画を検討

し、受講生間で共有した。これにより、研

修で得た知見を現場に還元し、今後の支援

の質向上につなげることを目指した。 

 

Ｄ．考察 

1．本研修カリキュラム全体について 

本研修カリキュラムは、障害者就労支援

における「アセスメント」を、単なる就労

可否の判断にとどまらず、支援全体を貫く

中心的プロセスとして再定義したものであ

る。すなわち、アセスメントを一時的評価

ではなく、支援過程において継続的に行わ

れる対話的営みとして位置づける点に特徴

がある。この視点は、従来の固定的な評価

観を相対化し、支援の質的転換を促すもの

である。本年度の改訂では、こうした概念

的枠組みを維持しつつ、講義の事前視聴化

や動画教材の導入、演習構成の整理を行い、

受講者の理解のしやすさと研修としての完

成度の向上を図った。 

近年の研究においても、就労アセスメン

トは支援の質を左右する重要な要素である

ことが指摘されている。例えば、セルフモ

ニタリングを活用した就労支援は、統合失

調症患者の自己理解の深化および支援効果

の向上に寄与することが報告されている

（内田, 2022）。また、就労系障害福祉サー

ビスの支給決定過程においては、職業的ア

セスメントを媒介とした多機関連携の重要

性が示されている（前原, 2023）。さらに、

障害者就労支援におけるアセスメントの標

準化と質の担保は、制度運用の公平性と実

効性を確保する上で不可欠であるとされて

いる（厚生労働省, 2020）。加えて、就労支

援における専門人材の育成は、地域差の是

正および支援の均質化に資する重要な政策

課題として位置づけられている（障害者職

業総合センター, 2019）。 

本研修では、演習を通じて参加者が自身

の実践を振り返り、他者の視点と照合しな

がら検討する機会を設けている。特に、難

病患者の就労場面を想定した模擬事例を用

いた演習では、本人との対話や多職種連携

の過程を具体的に扱い、現場に即した理解

を促進している。本年度は動画教材を導入

することで場面理解の均質化が図られ、受

講者が共通のイメージをもとに議論できる

環境が整備された。これにより、学習内容

の定着および実務への応用可能性が一層高

まったと考えられる。 

以上より、本研修は、障害や疾病を有す

る者の自己理解と職業的自立を支えるのみ

ならず、その人らしい働き方を実現するた

めの支援専門性を涵養する教育プログラム

として有用である。今後、就労選択支援制

度の本格的運用に伴い、支援者にはより高

度なアセスメント能力と多機関連携能力が

求められる。そのため、本研修のような標

準化されたカリキュラムの普及と体系的な

人材育成の仕組みの構築は、制度の実効性

を担保する上で重要な政策的基盤となる。

さらに、ICT を活用した継続的研修や地域

特性に応じたカリキュラムの展開を進める

ことで、支援の質の均てん化と持続可能な

人材育成体制の確立が期待される。 

 

2．動画教材の導入の効果 

今年度より導入した俳優によるショート

動画教材は、従来の紙ベースの事例提示と

比較して、受講生の理解深化と実践的判断

力の向上に寄与したと考えられる。 

動画は表情や声の抑揚といった非言語情

報を含むため、利用者の心理や相互作用を

具体的に把握しやすく、臨場感の高い学習

環境を形成することが知られている（FAO, 

2011）。また、場面ごとに区切った動画と
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ミニレクチャーを組み合わせることで認知

的負荷が調整され、重要な学習ポイントへ

の集中が促進される（Australian Prevention 

Partnership Centre, 2015）。さらに、同一の

映像を共有することにより受講生間の状況

理解のばらつきが抑えられ、議論が具体的

な支援行動に焦点化される傾向がみられた。

これは、対人支援領域における事例検討や

ロールプレイが、実践的スキルの獲得に有

効であるとする知見とも整合的である（厚

生労働省, 2019）。 

加えて、日本における職業リハビリテー

ション分野でも、視覚的教材や事例に基づ

く参加型学習が理解促進と応用力向上に寄

与することが指摘されている（高齢・障

害・求職者雇用支援機構, 2020）。 

以上より、動画教材は知識理解にとどま

らず、実践に直結する判断力・対話力を高

める有効な手法であり、今後の就労支援研

修における中核的手段となり得るものと考

えられる。 

 

3．ロールプレイの活用 

事例検討の 5場面のうち、場面 2に限定

したが、支援者役および被支援者である障

害者役を設定したロールプレイを導入した

ことにより、参加者は多様な気づきを得て

いた様子が認められた。 

そもそも、ロールプレイは対人援助職に

おける自己理解や対人関係能力の向上に資

する方法として広く活用されている（石川, 

2014）。ソーシャルワーク教育では、支援

者は自己を媒介として支援を行う専門職で

あり、ロールプレイを通じて支援者との関

わり方や価値観に気づくことが重要である

（鈴木, 2021）。さらに、対人援助の初学者

のみならず、一定の実務経験を有する支援

者にとっても、自らの実践を客観的に見直

す機会となる（氏原, 2014）。 

本演習では、利用者の語りや反応を想定

しながら役割を演じる過程を通じて、参加

者は主観的理解と想像力を働かせつつ、そ

の主観を媒介として状況を把握する経験を

得た。このような学習は、Kolb の経験学

習理論が示すように、具体的経験と省察を

往還することで理解が深化するプロセスと

整合的である（Kolb, 1984）。また、実践状

況を模した環境において判断を行う経験は、

専門職としての省察的実践を促進するもの

である（Schon, 1983）。 

さらに、事前に与えられた、限られた情

報から支援方針を検討するプロセスを通じ

て、参加者は大局的な見立てを行うととも

に、不足している情報や矛盾点等の見立て

も行うことになる。これは、実際の就労支

援場面でも必要不可欠な能力であり、ロー

ルプレイを通じて擬似的に体験できる点に

本研修の教育的意義がある。 

また、クライエント役を担う経験は、支

援を受ける側の視点を体感的に理解する契

機となる。言語的情報のみならず、感情や

非言語的表現を含めて状況を再現すること

で、支援者としての共感的理解が深化する。

このような役割交代を伴う経験学習は、対

人援助職の教育において有効であることが

示されている（Yardley et al., 2012）。 

以上より、ロールプレイは、自己理解の

深化、状況把握力の向上、対人支援スキル

の強化といった多面的な効果を有し、就労

アセスメント能力の向上に資する有効な教

育手法であると考えられる。今回は時間的

制約から一部の場面に限定して実施したが、

今後は複数場面に取り入れたり、研修後に

も支援者同士で自主的に行ってみるよう勧

めることが望ましい。 

 

4．就労選択支援法の実効化に向けて 

就労選択支援法の実効化のためには、ま

ず、支援対象者の捉え方を転換する必要が

ある。従来の就労支援は、就労意欲のある

者に限定されていたが、就労支援対象者を

入口で選別せずに、本人の意欲や意思を支

援の過程で形成・具体化していくことが制

度の中核として明確化された。障害や難病、

ひきこもり等により「働きづらさ」を抱え

る 1500万人（日本財団, 2025）への包括的
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支援に有用と考えられる。 

次に、関係機関間の連携強化が不可欠で

ある。教育機関と就労支援機関の連携は、

移行期から就労後までの継続的支援を可能

とし、就労の定着に寄与する。しかし、特

別支援学校と就労支援事業所の間には情報

ニーズの差異が存在することが指摘されて

おり（阿部, 2022）、相互理解を前提とした

連携体制の構築が課題である。また、企業

側においては、障害者の就労意欲が雇用判

断に影響することが示されており（大久保, 

2020）、企業の理解促進と受け入れ環境の

整備も重要である。 

さらに、制度の実効化には支援者の専門

性の確保が不可欠である。就労アセスメン

トは、個別支援の質を左右する中核的プロ

セスであり、その標準化と人材育成は政策

的にも重要な課題である（厚生労働省 , 

2020）。本研究で開発した研修は、所属組

織を問わず受講可能であり、就労意欲の把

握や多機関連携を実践的に学ぶ機会を提供

する点で有用である。 

以上より、就労選択支援法の理念を実効

化するためには、対象者の包括的支援、機

関連携の強化、企業理解の促進、そして支

援者の体系的育成を統合的に進めることが

必要である。今後は、研修の普及と受講体

制の整備を通じて、支援の質の均てん化を

図るとともに、制度の持続的運用を支える

人材基盤の確立が求められる。 

 

5．限界と展望 

本研修は、受講を希望する就労支援員が

全国に分散し、研修提供側の人的資源にも

限りがあるため、オンラインで実施した。

相談支援援助技術の向上を目的とする研修

においては、対面による集合研修がより高

い教育効果を有し、受講者間の関係構築や

ネットワーク形成の点でも有効であるとさ

れている。このため、今後はオンライン研

修の利点を活かしつつも、集合研修を併用

したハイブリッド型の研修体制の整備を検

討することが望まれる。 

また、本研修における演習内容について

は、当初、精神疾患患者および難病患者を

対象と想定していた。しかし、専門的支援

スキルの確実な習得のため、難病患者に特

化した内容へと再構成した。今後は身体障

害や、精神障害、発達障害など、他の障害

特性への応用可能性に関しても検討を進め

る必要がある。 

さらに、本研修は主として受講者の自己

評価に基づく効果測定に依拠しており、客

観的指標による評価が十分ではない点も課

題として挙げられる。今後は、研修前後の

行動変容や実際の就労支援業務への適用状

況、さらには利用者の就労成果等との関連

を含めた多面的な評価方法での検証が求め

られる。 

上記のような課題はあるものの、本研究

で作成した研修カリキュラムおよびシラバ

スは、事前視聴による講義（インプット）

と演習による実践的学習（アウトプット）

を組み合わせるとともに、受講者間の交流

を通じた学びを促進する構成となっている。

これにより、就労選択支援に携わる支援者

の内省を促し、制度に関する理解の深化お

よび実践力の向上に資する研修であると考

えられる。 

今後の展望としては、①研修内容の標準

化および普及に向けた教材パッケージ化、

②地域ごとの資源状況に応じたカスタマイ

ズ可能な研修設計、③ICT を活用した継続

的学習（フォローアップ研修やコミュニテ

ィ形成）の導入、④多職種連携を前提とし

た研修プログラムの拡充、などが重要な検

討課題として挙げられる。これらを通じて、

就労選択支援制度の円滑な運用を支える人

材育成基盤の強化が期待される。 

 

Ｅ．結論 

文献レビュー、支援者・障害者双方への

面接調査等から、障害者の就労支援研修カ

リキュラム案およびシラバスを作成し、プ

レ研修での受講者の評価やスタッフの反省

点等を経て改訂を行い、9 講義の事前視聴
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教材および、1 日のオンラインでの演習か

ら構成される就労支援研修を開発した。 

特に、演習に関しては、難病患者の就労

支援の 5場面を動画とロールプレイを通じ

て、就労支援者の気づきや振り返りを促し、

非支援者である障害者の意思も重視した就

労支援が実現する研修内容となっている。  

今後、障害者の就労選択支援の研修とし

て活用されることが期待される。 
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表 1．研修カリキュラム                           令和 7年度 

GIO（一般目標）1) 

障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労支援において就労アセスメントの専門性を向上するため

の知識、及び、技術を修得することができる 

SBOs（到達目標）2） 

１．障害者雇用・就労支援の理念、目的を述べることができる 

２．障害者雇用・福祉施策の概要と障害や疾病により特に就労に困難を抱える者への支援について説明できる 

３．障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労支援におけるアセスメントの目的とプロセスの重要

性を述べることができる 

４．障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労支援におけるアセスメントの具体的な深め方を述べ

ることができる  

受講資格：障害者の就労支援の実務経験 3 年以上。基礎的研修または基礎研修と同等の研修を受講しているこ

とが望ましい。 

 

カリキュラム 

 科目 
形態と時

間（分） 
内容 

事
前
学
習
（
オ
ン
デ
マ
ン
ド
） 

1.受講者自身が課題に気付く（現状とのギャップ） 

2.課題解決の取り組みを明文化。 

3.受講者の上司を巻き込む 

4.研修のゴールを定める。 

就労支援の理念・目的 
講義 

20 分 

・障害のある人を雇用する意味 

・障害のある人にとっての就労の意味 

障害者雇用 

・福祉施策 
35 分 

・障害者雇用対策の概要 

精神障害や難病等の医療・生活・就労の総合的支援の施策 

-障害や疾病により特に就労に困難を抱える者への支援について 

就労選択支援のポイント 

就労アセスメントの目

的：プロセスの重要性 
20 分 

・就労支援におけるアセスメントの目的と実践上の基本的視点 

-障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者のアセスメントの特徴 

就労支援のための 

アセスメントシート 
15 分 

・アセスメントシートの基本的考え方 

アセスメントシートにおけるモニタリングが特に必要な者の評価の視点 

本人を中核としたアセ

スメント 

➀自分らしさ 

20 分 
・本人を中核としたアセスメントの全体構造 

支援者の内省 

②環境と突合したモニ

タリング 
20 分 

・生活・からだと心・環境のモニタリング 

セルフモニタリングからセルフケア、セルフアドボカシーへ 

③地域連携 20 分 

・地域を見る必要性と視点 

障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労支援における連携（医療、福

祉、企業） 
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集
合
（
一
日
） 

集合研修 

1.課題解決の知識や行動を学ぶ。 

2.技術のアウトプットトレーニング 

3.実行計画を立案・宣言 

事前学習の振り返り 20 分 
研修目的と目標の説明 

事前学習の振り返り 
 

自組織の紹介 

 
60 分 

演習① 自組織の紹介 

・グループのグランドルールを決める 

・演習 2：場面 2 のロールプレイの役割を決める 

・4 名 1 グループで、自組織の基本情報及び強

み・弱み、地域の強み・弱みを共有する。（ひと

り 15 分） 

【ねらい】就労の基盤となる生

活を整えるためには、他機関と

の連携が必要になる。連携に先

立ち、自組織や地域の現状を概

観する。 

【準備】ご自身の所属の方と演

習準備①を作成しておく。 

アセスメント演習 

GW と

講義 3)  

3 時間

半 

演習②模擬事例を用いたアセスメント 

演習就労選択支援の 5 場面を想定 

 模擬事例の動画視聴後に、4 名 1 グループで、

就労選択支援の 5 つの場面を通じて、アセスメン

トを深めていく方法を学ぶ。 

１「就労アセスメント(NIVR)」 

２「本人への企業情報等の提供」 

３「作業場面を活用した状況把握」 

４「多機関連携によるケース会議」 

５「アセスメント結果の作成」 

※場面２のみ、ロールプレイと動画視聴 

【ねらい】心身の変調の大きい

利用者のアセスメントを深める

過程を学ぶ。デモンストレーシ

ョン視聴と一部ロールプレイを

行い、グループ討論を通じて学

び合う。場面説明とデモ動画視

聴後、グループで議論、一部の

グループの内容を共有し、講師

の解説を聞く  

振り返り GW 

演習③ 自己の実践の振り返り  

4 名 1 グループで、当日の学び、どのようなとこ

ろに活かせそうか、明日から何を変えてみようと

思うか、等を共有する。 

全体振り返り 

講義、演習を通じての学び事後評価アンケート 

 

事後評価 

研 

修 

後 

1.上司と定期的に内省し経験を概念 

2.成功体験を実感、経験を蓄積  

→効果的な行動に挑戦する動機を高める。→動機が高まることで新しい行動が定着し、習慣化 

3.研修のゴールに到着しているか効果測定 

→効果測定に成功体験を積み重ねる 

1) GIO: General Instructional Objective  

2) SBOs: Specific Behavioral Objectives  

3) GW: Group Work 
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表 2．就労アセスメントの専門性向上のための研修カリキュラム 1) 

受講資格： 

障害者の就労支援の実務経験 3 年以上。基礎的研修または基礎研修と同等の研修を受講していることが望ましい。 
 

方

法 
科目 形態 内容 

時間 

(分)  

講師 

※所属は収録時のもの 

事
前
学
習
（
オ
ン
デ
マ
ン
ド
） 

 

障害者雇用・就労支援の

理念・目的 
講義 

障害のある人を雇用する意味 

障害のある人にとっての就労の意味 
20 

大阪大学ダイバーシティ＆

インクルージョンセンター

招聘教授  村木厚子 

障害者雇用・福祉施策 

講義 障害者雇用対策の概要と就職準備性 10 
厚生労働省障害者雇用対策

課 課長補佐 細川拓郎 

講義 
障害者就労施策 

-就労選択支援の根底にあるポイント 
10 

厚生労働省 障害福祉課 

就労支援専門官 佐藤大作 

講義 

精神障害や難病等の医療・生活・就労の

総合的支援の施策 

-障害や疾病により特に就労に困難を抱

える者への支援について 

15 

障害者職業総合センター 

副統括研究員  

春名由一郎 

就労アセスメントの目

的：プロセスの重要性 
講義 

就労支援におけるアセスメントの目的と

実践上の基本的視点 

-障害や疾病によりモニタリングが特に

必要な者のアセスメントの特徴 

20 
宮城就業支援ネットワーク

代表 相澤 欽一 

就労支援のためのアセス

メントシート 
講義 

アセスメントシートの基本的考え方 

アセスメントシートにおけるモニタリン

グが特に必要な者の評価の視点 

15 
障害者職業総合センター 

上席研究員 武澤友広 

本人を中核としたアセス

メント➀本来感 
講義 

本人を中核としたアセスメントの全体構

造 20 
国立保健医療科学院 

特任研究官 丸谷美紀 
支援者の内省 

本人を中核としたアセス

メント②環境と突合した

モニタリング 

講義 

生活・からだと心・環境のモニタリング 

セルフモニタリングからセルフケア、セ

ルフアドボカシーへ 

20 
群馬パース大学看護学部 

看護学科講師 川尻洋美 

本人を中核としたアセス

メント③地域連携 
講義 

地域を見る必要性と視点 

障害や疾病によりモニタリングが特に必

要な者の就労支援における連携（医療、

福祉、企業） 

20 

社会福祉法人釧路のぞみ協

会自立センター所長  

髙谷さふみ 

集
合
研
修
（
オ
ン
ラ
イ
ン
） 

 

事前学習の振り返り GW 自己紹介と振り返り 30 

武澤友広、大竹祐貴、野崎

智仁、湯沢由美、今橋久美

子、春名由一郎、川口孝

泰、江口尚、川尻洋美、湯

川慶子、丸谷美紀 

  

アセスメント演習 

 

 

 

 

実践リフレクション 

GW 

・実践のリフレクション 

・就労選択支援の 6 つの要素を想定し

た演習「就労アセスメント(NIVR)」

「本人への企業情報等の提供」「作業場

面を活用した状況把握」「多機関連携に

よるケース会議」「アセスメント結果の

作成」「本人と共同して実施する」 

70 

 

190 

 

  

全体振り返り GW 演習全体を通じた学びと今後の方針 30 

1) 基礎的研修 900 分の半分程度 
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表３ 就労アセスメントの専門性向上のための研修 シラバス 

 

事前視聴講義 b) 

授業科目名 障害者雇用・就労支援の理念・目的 

担当教員名 大阪大学ダイバーシティ＆インクルージョンセンター招聘教授  村木厚子 

目的と目標 障害者雇用・就労支援の理念、目的を述べることができる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO1、講義、20 分 

授業の全体像 a) 

１ 障害のある人を雇用する意味 

・法制度や理念（社会モデルを含む） 

・ DE＆I の効用（ストレングス・ファインディングを含む） 

２ 障害のある人にとっての就労の意味 

・「誰かのために」は強い（B 型ができた経緯など） 

・「よい職場」とはどういうものか 

教科書・参考書・資料 
谷口真美（2005）.ダイバーシティ･マネジメント 多様性を活かす組織.白桃書房 

荒金雅子（2013）.多様性を活かすダイバーシティ経営 基礎編.日本規格協会. 

    

授業科目名 障害者雇用・福祉施策 

担当教員名 厚生労働省障害者雇用対策課課長補佐 細川拓郎 

目的と目標 
障害者雇用・福祉施策の概要と障害や疾病により特に就労に困難を抱える者への支援につ

いて説明できる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO２、講義、10 分 

授業の全体像 
・障害者雇用対策の概要 

・企業の考える就職準備性について 

教科書・参考書・資料   

  

授業科目名 障害者雇用・福祉施策 

担当教員名 障害者職業総合センター副統括研究員 春名由一郎 

目的と目標 
障害者雇用・福祉施策の概要と障害や疾病により特に就労に困難を抱える者への支援について説明

できる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO２、講義、15 分 

授業の全体像 

・障害や疾病の特性により就労に困難を抱える者の雇用 

 難病や精神障害者を例にポイントを示す 

・就労選択支援における支援の視点 

教科書・参考書・資料   

 

授業科目名 障害者雇用・福祉施策 

担当教員名 厚生労働省 障害福祉課就労支援専門官 佐藤大作 

目的と目標 
障害者雇用・福祉施策の概要と障害や疾病により特に就労に困難を抱える者への支援に

ついて説明できる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO２、講義、10 分 

授業の全体像 
・就労選択支援概要 

・就労選択支援の根底にあるポイント 

教科書・参考書・資料   
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授業科目名 就労アセスメントの目的：プロセスの重要性 

担当教員名 宮城就業支援ネットワーク代表 相澤 欽一 

目的と目標 
障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労支援におけるアセスメントの目的

とプロセスの重要性を述べることができる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO３、講義、20 分 

授業の全体像 

1.就労支援におけるアセスメント 

・障害者の就労支援におけるアセスメントの定義を示す。 

・専門家と障害者が協働で行うプロセスであることを示す。 

2.障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者のアセスメントの特徴 

・見立てを本人と支援者が確認し繰り返すことで両者の理解が深まることを示す。 

教科書・参考書・資料 
一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟編集(2023)最新 社会福祉士養成講座 精神保健

福祉士養成講座８ 障害者福祉.中央法規 

    

授業科目名 就労支援のためのアセスメントシート 

担当教員名 障害者職業総合センター上席研究員 武澤友広 

目的と目標 
就労アセスメントの目的とプロセスの重要性、及びモニタリングが特に必要な者の評価の視点を述

べることができる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO４、講義、15 分 

授業の全体像 

1.アセスメントシートの基本的考え方 

・信頼関係構築を基底に、対象者とともにつくりあげるプロセス 

2.アセスメントシートにおけるモニタリングが特に必要な者の評価の視点 

・具体例を交えて、本人の心身の状態の変調をモニタリングする必要性や、本人と支援者の評価の

同異の調整など効果的な活用方法を示す。 

教科書・参考書・資料 就労支援のためのアセスメントシート 

  

授業科目名 本人を中核としたアセスメント➀自分らしさ 

担当教員名 国立保健医療科学院特任研究官 丸谷美紀 

目的と目標 
障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の、自分らしく、かつ責任をもった就労に向けたア

セスメントの概要を述べることができる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO４、講義、20 分 

授業の全体像 

1.本人を中核としたアセスメントの全体構造と項目（10 分） 

・環境とのミスマッチによって起こる障害者の離職を避ける。 

・本人を中核としたアセスメントの構造と項目を示す。 

・今回は「かみあわせ：わらいふで補助」「内省」に焦点を当てる。 

2.自分らしさとは（5 分） 

・他から褒められる為ではなく自分らしく、かつ責任をもつ感覚、本来感について示す。 

・その人らしく生きることを援助するという各種学問の論説を確認する 

・本来感の高い職員は主体性を持って仕事にコミットすることを示す。 

３.支援者の内省（5 分） 

・支援における内省の必要性ついて説明する。 

・内省における視点や方法を説明する。 

教科書・参考書・資料 

ドナルド･A ･ショーン著,柳沢昌一･三輪建二監訳 (2007).省察的実践とは何か-プロフェッショナルの

行為と思考-.鳳書房海保博之監（2007）. 

社会福祉領域における援助．朝倉心理学講座 17 対人援助の心理学:朝倉書店 

村上靖彦(2021)ケアとは何か : 看護・福祉で大事なこと.中央公論新社  

福原真知子, Ivey, A. E., Ivey, M. B. (2004) マイクロカウンセリングの理論と実践. 風間書房. 
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授業科目名 本人を中核としたアセスメント②環境との相互作用の中でのモニタリング 

担当教員名 群馬パース大学看護学部講師 川尻洋美 

目的と目標 自分らしく、責任をもった就労に向けてモニタリングする必要性を述べることができる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO４、講義、20 分 

授業の全体像 

1.環境と突合させたモニタリングの必要性（10 分） 

アセスメントを深める過程における環境との相互作用の中でのモニタリングの必要性を示す 

2.モニタリングの具体的方法 

・セルフモニタリングからセルフケア、セルフアドボカシーへ（10 分） 

教科書・参考書・資料 
一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟編集(2023)最新 社会福祉士養成講座 精神保健

福祉士養成講座８ 障害者福祉.中央法規 

 

授業科目名 本人を中核としたアセスメント③地域性 

担当教員名 社会福祉法人 釧路のぞみ協会 自立センター所長 髙谷さふみ 

目的と目標 自分らしく、かつ責任をもった就労に向けて内省と地域を見る必要性を述べることができる 

位置づけ、授業形態、時間 SBO４、講義、20 分 

授業の全体像 

１．地域を見る必要性と視点 

コミュニティ・アズ・パートナーモデル等の枠組みを用いて説明する。 

人材育成の視点も加味して、地域資源情報にも触れる 

２．障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労支援における連携 

支援機関同士、また医療、福祉、企業との連携の実践例を紹介する 

教科書・参考書・資料 

日本地域福祉研究所監修（2015）コミュニティソーシャルワークの理論と実践.中央法規.  

エリザベス T.アンダーソン, ジュディス・マクファーレイン編集 ; 金川克子, 早川和生監訳(2007)コ

ミュニティアズパートナー : 地域看護学の理論と実際.第 2 版.医学書院. 
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令和７年度演習 

授業科目名 アセスメント演習 

目的と目標 
４．障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労支援におけるアセスメン
トの具体的な深め方を述べることができる 

位置づけ SBO４ 

授業形態 演習 

時間 320 分 

授業の全体像 

GIO,SBOｓ確認 事前学習の振り返り 

1. 演習➀自組織の紹介（65 分） 
4 名１グループで自組織・地域の紹介： 
自組織の基本情報及び強み・弱みの整理、地域の資源を中心に強み・弱みの整理
（SWOT の一部を活用） 

2.演習②模擬事例を用いたアセスメント演習（1 事例：180 分） 
模擬事例を用いて、就労選択支援の 6 つの要素を通じてアセスメントを深めていく
方法を学ぶ。 
 6 つの要素：「就労アセスメント(NIVR)」「本人への企業情報等の提供」「作業
場面を活用した状況把握」「多機関連携によるケース会議」「アセスメント結果の
作成」「本人と共同して実施する」 

３.演習③自己の実践の振り返り：当日の学びと自己の実践を結び付けて振り返り、
今後どのように活かせそうか、明日から何を変えてみようと思うか、等を共有する
(30 分) 

４.全体振り返り（20 分） 
講義、演習を通じての学びと自組織の人材育成への方向性を検討する。 

5.まとめ（10 分） 

演習用動画 演習用動画 1～5 

演習資料 

演習資料スライド 1～38 
資料事前・事後アンケート 
受講者向け資料 
 ・準備シート 
 ・テキスト 
 ・スキル評価表 
演習担当者資料 
 ファシリテーターの手引き 

教科書・参考書・
資料 

武田信子, 金井香里, 横須賀聡子(2016)教員のためのリフレクション・ワークブック : 
往還する理論と実践.学事出版 
田村由美, 池西悦子（2017）看護のためのリフレクションスキルトレーニン.看護の科
学社  
板倉宏昭(2020)経営学講義.勁草書房 
阿部泰之, & 森田達也. (2014). 「医療介護福祉の地域連携尺度」 の開発. Palliative 
Care Research, 9(1), 114-120 
エリザベス T.アンダーソン, ジュディス・マクファーレイン編集/金川克子, 早川和生
監訳.コミュニティアズパートナー : 地域看護学の理論と実際, 第 2 版.医学書院, 2007.  

評価方法と基準 研修前後の目標達成の自己評価 
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図２．令和７年度研修の全体構造 
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令和 7 年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

〈アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究〉 

演習内容の開発  

 

研究代表者 丸谷美紀 国立保健医療科学院 

研究分担者 湯川慶子 国立保健医療科学院 

研究分担者 川尻洋美 群馬パース大学 

研究協力者 武澤友広 高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合センター 

研究協力者 湯沢由美 東京大学 先端科学技術研究センター 

研究協力者 今橋久美子 国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

研究協力者 野崎智仁 国際医療福祉大学 

研究協力者 梅田典子 東洋大学 ウェルネスセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究要旨 

本稿では、障害者の就労支援のためのアセスメントスキル向上に向けて開発中の研修プログ

ラムの演習について、令和 6 年度に続いて 3 回目の演習の開発過程を報告する。 

方法は ADDIE モデルに沿って次のように実施した。Assessment では、令和 6 年度に 2 回実

施した演習の評価を踏まえて課題を抽出した。Design・Development では、課題を基に演習内

容の改訂案を考案した。Implement では、全国の就労移行支援事業所等に勤務する支援者に改

訂した研修を実施した。Evaluation では、研修評価方法に沿って評価した。 

結果として、Assessment ではアセスメント演習はロールプレイとデモンストレーションを組

み合わせること、「自己の実践の振り返り」はアセスメント演習の振り返りの意味を重視するこ

と、ファシリテーションの統一の必要性、ZOOM 操作専任者の必要性等を判断した。Design・

Development ではアセスメント演習はデモンストレーション動画を作成し、動画視聴とロール

プレイを組み合わせたプログラムとした。「自己の実践の振り返り」は、アセスメント演習終了

後に移動した。また演習全体の導入でグランドルールやグループ毎のルール確認し、手引きに

沿ってファシリテートを行う計画とした。Implementation では、令和 7 年 12 月に 20 名にオン

ライン 研修 を実施した。Evaluation では、アウトカムは就労先や地域に関するアセスメント以

外は 全体に自己評価が令和 6 年度よりも 改善した。プロセス評価では、ルールを決めたこと、

所属自治体の規模や地域を考慮したグループ編成、ファシリテーターの手引が功を奏したと思

われた。一部 対面開催の希望もあった 。ストラクチャー評価では、就労先 や地域のアセスメ

ントを充実する場合は、集合研修は２日必要など考えられた。 

以上より、集合研修を一日とした場合の 演習として一定の成果が得られるプログラムとなっ

たと考えられる。 
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A. 目的 

障害者の就労におけるアセスメントの重

要性は、障害者雇用・福祉施策の連携強化

に関する検討会において確認され、支援者

には就労アセスメントを正しく行うことが

求められる。 

 2025 年 10 月以降、就労系福祉サービス

の利用を希望する障害者は、原則として

「就労選択支援」を受け、就労アセスメン

トを行う。就労選択支援員の就労アセスメ

ントのスキルに向上に向け、基礎的研修や

就労選択支援員養成研修が整えられている

が、変調の大きい障害者のアセスメント

は、さらなるスキルが求められる。すなわ

ち、本人の状態と環境のモニタリングを踏

まえてアセスメントを深める過程を修得す

る必要がある。 

そこで、本研究班では令和６年度に、変

調の大きい障害者の就労アセスメント研修

を２回施行した 1)。研修は講義と演習から

構成され、1 回目の研修では、a.ロールプ

レイを行う演習 （以下、a.ロールプレイ型）

を行い、 2 回目の研修では b.デモンストレ

ーション実演視聴による演習 （以下、b.デ

モンストレーション実演視聴型）を行った。

a.ロールプレイ型、b.デモンストレーショ

ン実演視聴型の両者とも効果があったが、

さらに効果的な演習とするために、教育方

法の開発で汎用されている ADDIE モデル

に沿って演習内容を修正・実施・評価する

必要がある。 

そこで、本稿では、変調の大きい障害者

の就労アセスメントスキルの向上に向けて

開発中の研修プログラムの演習開発の過程

を報告する。 

 

B. 方法 

 教 育 方 法 の 開 発 で 汎 用 さ れ て い る

ADDIE モデルに沿って演習内容を修正・

実 施 ・ 評 価 す る 。 ADDIE モ デ ル は

[Assessment:ニーズ把握][Design 設計:目的

と 内 容 検 討 ][Development: 内 容 作

成][Implement:実施][Evaluation:評価]から

構成される 2)。 

1． 令和 7 年度研修案作成方法 

１） Assessment:ニーズ把握 

令和６年度の 1 回目の研修では、a.ロー

ルプレイを行う演習 （以下、a.ロールプレ

イ型）を行い、 2 回目の研修では b.デモン

ストレーション視聴による演習 （以下、b.

デモンストレーション視聴型）を行った。

そのアウトプット評価、プロセス評価、ス

トラクチャー評価 3)から令和 7 年度研修ニ

ーズを整理した。 

 

２） Design 設計:目的と内容検討・Develop

ment:内容作成 

上記１）で分析したニーズを基に研究

班と実践者で演習内容の修正案を考案

した。 

３） Implement:実施 

令和 7 年 12 月に、全国の就労移行支

援事業所、障害者職業・生活支援セン

ター等に勤務する支援者に修正した研

修を実施した。 

４） Evaluation:評価 

評価方法３)に沿って、下記のように評

価した 

(1)アウトプット：「研修目的・目標達成

度の自己評価」「アセスメントスキル」
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「研修内容の理解度」「研修内容の満足

度」を統計的に解析した。 

研修後の自由記載を参考にした。 

(2)プロセス：アウトプット評価を基に、

ニーズの特定、対象選定、目的・目標、

演習内容の適性を研究班で検討した。 

(3)ストラクチャー：アウトプット評価を

基に、従事者、設備等の適正を研究班で検

討した。 

 

２．倫理的配慮 

本研究は国立保健医療科学院研究倫理審

査委員会の承認を得て行った。 

承認番号【NIPH－IBRA＃24027-2】 

 

C. 結果 

１．Assessment:ニーズ把握 

令和 6 年度の評価を踏まえ、下記のよう

にニーズを整理した。 

１）アウトプット評価より： 

参加者の自己評価として、[a.ロールプレ

イ型]より[b.デモンストレーション視聴型]

が改善していたため、[b.デモンストレー

ション視聴型]が効果的である。 

２）プロセス評価より： 

(1)演習修正ニーズの特定 

・自己の実践の振り返りは、系統的なリフ

レクションに慣れていない様子もあり、演

習当日の振り返りが妥当。 

・[a.ロールプレイ型]より[b.デモンストレ

ーション視聴型]が学びに集中できた様子

のため、[b.デモンストレーション視聴型]

が効果的である。 

(3)内容 

➀自己の実践の振り返り： 

・アセスメント演習の効果を高めるために

も、演習当日の振り返りが妥当。 

②アセスメント演習： 

・[a.ロールプレイ型]より[b.デモンストレ

ーション視聴型]が効果的である可能性は

あるが、ロールプレイは自身の振り返りに

は効果的であるため、組み合わせることで

効果が高まる。 

・就労選択に関する情報提供を適宜入れる。 

・わらいふ試用協力者の効果を示す 

・デモンストレーションは実演よりも動画

を撮影し、アセスメントシートやわらいふ、

作業場面を写す。 

・デモンストレーション自体よりも意見交

換の時間を十分とる。 

３）ストラクチャー評価 

(1)開催時期 

日常業務の関係から 12 月、1 月の希望が

多く妥当であった。 

(2)会場 

 オンラインであるが、ファシリテーター

の声が重なるので更に広い会場とする。 

(3)担当者数 

・ファシリテーターは 1 グループ一人は妥

当（実装段階では再検討） 

・ZOOM 操作は専門業者に委託する。 

・全体進行、単元の進行役は、GW のファ

シリテートを担当しない。 

・ファシリテーターの役割の統一のための

手引きが必要。 

 

２．Design 設計:目的と内容検討・Develo

pment:内容作成 

１）評価計画 

・令和 6 年度と比較するため、アウトプッ

ト評価は「目的・目標の達成度」「アセス

メントスキルの自己評価」「研修内容の理
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解度」「研修内容の満足度」の自己評価、

及び自由回答とした。 

２）研修目的・目標、プログラム、演習内

容 

ニーズを基に研修目的・目標、プログラ

ム、演習内容を考案した。 

ファシリテーターの手引きを考案すると

ともに、演習のグランドルールを定めた。 

３）開催時期・会場等 

12 月開催、前年度の倍以上の面積の会

場とし、ファシリテーターの距離を置い

た。 

 

３． Implement:実施 

１）開催時期 

 令和 7 年 12 月土曜日に開催した。 

 

２）参加者（アンケート回答分） 

・所属 

 回答数 ％ 

 全体 17  100.0  

就労移行支援事業者 11  64.7  

障害者就業・生活支援セン

ター 
4  23.5  

地域障害者職業センター 0  0.0  

就労継続支援 B 型事業者 2  11.8  

 

・経験年数 

 回答数 ％ 

 全体 17  100.0  

４年以下 4  23.5  

５－９年 7  41.2  

１０－１４年 3  17.6  

１５－１９年 1  5.9  

２０年以上 2  11.8  

 

・支援した経験のある障害種別（複数選択

可） 

 回答数 ％ 

 全体 17  100.0  

精神 15  88.2  

知的 17  100.0  

身体 11  64.7  

手帳取得なし（難病） 7  41.2  

その他 0  0.0  

 

３）グループ編成 

 所属別、自治体規模別に 4 名１G とし

た。 

 

４．Evaluation:評価 

１）アウトプット 

・自己評価の詳細は次稿に示すが、「目

的・目標の達成度」「アセスメントスキル

の自己評価」「研修内容の理解度」「研修

内容の満足度」が全体に令和 6 年度より改

善していた。 

・自由回答では、講義では、就労支援の基

本、制度の基本、アセスメント御基本の学

び、ツール活用の効果、本人中心や内省の

再確認、セルフモニタリングの必要性、地

域特性の配慮等の学びが記述されていた。    

演習内容や運営では、意見交換の効果、

ファシリテータの効果、対面開催の希望、

地域性の気づき、ツールの活用、アセスメ

ントの理解に関する意見が得られた。 

 

２）プロセス 

(1)演習修正ニーズの特定 

・自己の実践の振り返りをアセスメント演

習振り返りにしたことは、妥当であった。 
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・アセスメント、地域性、ツールの活用と

いう本研修の特徴とニーズはアウトプット

評価から、合致していたと考える。 

（2）対象者の選定評価 

・経験年数、担当業務を尋ねたことはグル

ープワーク運営に功を奏した。 

(3)内容 

・自己の実践の振り返りを演習振り返りに

したことで全体の統一が図れたが Kolb な

ど系統的なリフレクションの希望もあり、

2 日間の集合研修であれば、可能と考え

る。 

・アセスメント演習をデモンストレーショ

ン動画視聴とロールプレイを組み合わせた

ことで、内容の理解を自己の実践とある程

度結び付ける効果があった。 

・デモンストレーション動画に就労系福祉

サービス等の情報提供を適宜入れたことも

地域に目を向ける必要性の理解に功を奏し

た。 

・わらいふ試用協力者の効果を示したこ

と、活用しながらのアセスメント場面を視

聴したことでツールを用いたセルフモニタ

リングの効果の理解を促すことに通じた。 

・意見交換の時間を十分とったことは好評

であった。 

３）ストラクチャー評価 

(1)開催時期 

・12 月上旬としたためか、感染症で欠席

するものは皆無であった。 

(2)会場 

 令和 6 年度の倍近い広さの会場で行い、

適切であった。 

(3)担当者数 

・ファシリテーターは 1 グループ一人は妥

当 

・ZOOM 操作は専門業者に委託したこと

で専念できた。 

・全体進行役は、GW のファシリテーター

から外したため、全体を見て統制が行え

た。 

・ファシリテーターの手引きを作成したこ

とで役割が標準化された。 

 

D. 考察 

 総じて、令和 6 年度より令和７年度の理

解度、満足度は改善していた。自己の実践

の振り返り演習の位置づけ、及びアセスメ

ント演習の視覚教材をデモンストレーショ

ン動画視聴形式に変更したこと、グランド

ルールの提示やファシリテートの統一も功

を奏したと考える。 

 教材とは、一定の目的や目標を達成する

た めに行われる教育において使われる素材

4)を指し、図書、ICT などがある。専門職

の育成においても視覚教材などが開発され

効果を上げている。本研究では視覚教材の

開発も目的としており、アセスメント演習

のデモンストレーション動画を作成し、演

習で用いたことは有用であったと考える。 

 また、ロールプレイには、深い人間理解

が必要となるため、相手が何を考えどのよ

うに感じているかを深く考える機会となる。

また自分の感情や戸惑いを経験したり、自

分の話し方や身振りの癖に気づくことで自

己 理解を深めることに通じる 5）。本研究

でロールプレイも併用したことで学びが増

幅されたと思われる。 

 ファシリテーションとは、人々の活動が

容易にできるよう支援し、うまくことが運

ぶよう舵取りし、集団による問題解決、ア

イデア創造、教育、学習等、あらゆる知識
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創造活動を支援し促進していく働きを意味

する 6）。本研究で視覚教材とロールプレイ

を併用した演習を実施し、さらにファシリ

テーションの方法を統一したことは、効果

的な演習の方法に示唆を与えると考える。 

 今後の方針としては、次が考えられる。 

・就労先 や地域のアセスメントを充実する

場合は、集合研修は２日必要。 

・系統的なリフレクション演習を行うため

には、集合研修は２日必要。 

以上より、集合研修を一日とした場合の 

演習として一定の成果が得られるプログラ

ムとなったと考えられる。 

 

E. 結論 

令和 6 年度の研修評価を踏まえ、令和 7

年 12 月に演習内容を修正・実施・評価し

た。自己の実践の振り返りを、全体的な自

己評価が高まった。 

 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
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Health. 2026;75(1):52-62. 

 

丸谷美紀，湯川慶子, 川尻洋美, 今橋久美

子, 武澤友広, 湯沢由美. 変調の大きい障害

者のためのアプリを併用した就労アセスメ

ント研修の開発 ADDIE モデルを用い

て. 保健医療科学．2025；74(5):384-396. 

 

園川千賀子，丸谷美紀. 障害者の就労支援

と文化 地域・民族・国家によって異なる

障害の捉え方と, 就労生活に及ぼす影響. 保

健医療科学．2025；74(4): 397-401. 

  

Miki Marutani, Takayasu Kawaguchi. 

Self-care support for people with disabilities 

utilizing an employment support app 

WARAIFU.29th EAFONS; 2026.2.26-28; 

Singapore. 2026/4/14 ア ク セ ス 

https://eafons2026.sg/ 

 

Miki Marutanil Keiko Yukawa, Hiromi 

Kawajiri, Hisashi Eguchi. Content validity of 

support stuff’s assessment skills index for 

employment of people with disability. 4th 

Healthcare Insights;2025.7.24; Dubai UAE. 

2026/4/14 ア ク セ ス

https://atndr.com/e/healthcare-insights-

2025-335 

 

Miki Marutani, Chie Usui, Hiroo Wada, 

Gensei Ishimura. Survey research on the 

development of employment support apps 

for people with disabilities. 2nd the Pacific 

Rim College of Psychiatrists (PRCP) and 

7th the World Association of Cultural 

Psychiatry (WACP);2025.9.25-27; Tokyo. 

2026/4/14 ア ク セ ス

https://www.prcpwacp2025.com/ 

 

丸谷美紀，武澤友広．〈アプリを併用し

た就労アセスメントの専門性向上のための

研修の開発についての研究〉アセスメント

研修の評価. 第 33 回職業リハビリテーショ

ン研究・実践発表会；2025．10．13；東

京 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 なし. 

 

 

1)丸谷美紀，研究代表者. 厚生労働科学研

究費補助金（障害者政策総合研究事業）

「アプリを併用した就労アセスメントの専

門性向上のための研修の開発についての研

究」（23G100９）令和 6 年度総括・分担研

究報告書．2025 

 

2)R.M.ガニェ,W.W.ウェイジャー,K.C.ゴラ

ス,J.M.ケラー著,鈴木克明 ,岩崎信監訳:イン

ストラクショナルデザインの原理.2007. 

 

3) 厚生労働省 標準的な健診・保健指導プ

ログラム（令和６年度版）第３編第４章 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000

/001081596.pdf 

 

4)一般社団法人日本図書教材協会授業と教

材に関する調査研究委員会(2018)授業と教

材 教材の正しい理解と活用のために 

 

6) 日 本 フ ァ シ リ テ ー シ ョ ン 協 会

https://www.faj.or.jp/facilitation/ 

 

https://www.faj.or.jp/facilitation/
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資料３．研修内容 

 

時間 科目 概要 

10:00-10:20 
事前学習の振り
返り 

研 修 目 的 と 目 標 の 説 明 
事前学習の振り返り 

10:20-11:20 
演習① 
自組織の紹介 

・グループのグランドルールを決める 
・演習②：場面 2 のロールプレイの役割を決める 
・4 名１グループで、自組織の基本情報及び強み・弱
み、地域の強み・弱みを共有する。（ひとり 15 分） 

11:20-11:30   休憩 

11:30-12:15 

演習②模擬事例
を用いたアセス
メント演習 
・場面 1 

模擬事例の動画視聴後に、4 名１グループで、就労選
択支援の５つの場面を通じて、アセスメントを深めて
いく方法を学ぶ。 
【5 つの場面】「場面 1.就労アセスメント(NIVR)」
「場面 2.本人への企業情報等の提供」「場面 3.作業
場面を活用した状況把握」「場面 4.多機関連携によ
るケース会議」「場面 5.アセスメント結果の作成」 
＊「場面 2.本人への企業情報等の提供」のみ動画視聴
とロールプレイの両者を行う。 

12:15-13:15   昼休憩 

13:15- 15:50 

演習②模擬事例
を用いたアセス
メント演習 
・場面 2-5 

（続き）途中休憩あり 

15:50-16:00   休憩 

16:00-16:30 
演習③  自己の
実践の振り返り 

4 名１グループで、当日の学び、どのようなところに
活かせそうか、明日から何を変えてみようと思うか、
等を共有する。 

16:30-16:50 全体振り返り 講義、演習を通じての学び 

16:50-17:00 まとめ 全体まとめ 
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資料４アンケート自由回答（講義） 
 

障害のある人

を雇用する意

味 

障害のある人

にとっての就

労の意味 

経験を踏まえてわかりやすかった 

雇用率がクローズアップされる中、

当事者がやりがい、キャリアアップを

感じられる、地域の中で受け入れら

れていると思える働く場をどう作る

か、課題と感じた 

[共生社会」の具体的な実現に向け

た重要な 1歩である 

研修も事例も分かりやすく、新入社

員の研修で活用したい 

非常に温かみのある内容だった 

事例を用いてよく理解できた 

障害者雇用対

策の概要と就

職準備性 

障害者施策について、わかりやすか

った 

数字やデータをまとめて話していた

だきわかりやすかった 

生活リズムや対人スキル、体調管理

などの土台が大切 

非常に分かりやすかった 

障害者就労施

策－就労選択

支援の根底に

あるポイント 

就労選択支援の基本プロセスなど

理解が深まった 

本人が自分らしく、納得できる働き方

が選べるように、本人の意思決定を

支える姿勢が重要だと感じた 

分かりやすかった 

精神障害や難

病等の医療・

生活・就労の

総合的支援の

施策 

特に、難病の方への就労支援につ

いて、参考になった 

治療と仕事の両立支援、就職と定着

支援、障害進行時の就業継続支援

を理解した 

就労に困難な事例は地域で共有す

る必要があると感じた 

障害や疾病に

よりモニタリ

ングが特に必

要な者のアセ

スメントの特

徴 

アセスメントとその捉え方について振

り返りの機会となった 

生活全体、医療との連携、リスク管

理を含めて継続的に支援をしていく

ことが重要 

モニタリングやアセスメントの重要性

を再確認できた 

アセスメント

シートの基本

的考え方－ア

セスメントシ

ートにおける

モニタリング

が特に必要な

アセスメントシートを「上手」に活用し

てみたい 

客観的評価、生活全体の把握、多方

面との連携、リスク管理を継続的に

行う 

具体的な評価の視点を持つ必要が

あるということを再確認できた 

実際に活用した事はないが大変興

味深いシートなので今後活用してみ

たい 

者の評価の視

点 

シートを最初から協同で作成すると

障害の背景を探ることが難しくなる 

具体的に相互に共通理解することが

できるツールと感じた 

本人を中核と

したアセスメ

ントの全体構

造－支援者の

内省 

「本来」について確かめることができ

た 

支援者は自分自身を道具として使う

ことがどういうことか改めて考えさせ

られた 

ほかのスタッフにも見てもらいたいと

思う内容だった 

アセスメントスキルの向上や、自分

のスキルを客観的に把握するのに

役立つ 

本人の人生、価値観、希望を軸に支

援を組み立てていくことが大切 

とても有意義で本来性の大切さを当

事業所でもシェアしていく 

内省と省察的実践がとても興味深

く、もう一度受講したいと思った 

内省と省察的実践は、中堅職員に

必要な研修分野だと感じたので、自

社の社内研修でも取り入れたい 

コルブの経験学習モデルは支援の

中で取り入れていたが、他の 2つの

モデルについても同様に支援の方

法として取り入れたい 

この内容を分かりやすく、事業所職

員に伝えられたらすごく良いと思う 

各視点が細かく見やすかった 

ミクロ、メゾ、マクロの視点での見立

てについて勉強になった 

生活・からだ

と心・環境の

モニタリング

－セルフモニ

タリングから

セルフケア、

セルフアドボ

カシーへ 

利用者ご本人を取り巻く環境につい

て、どうアプローチをするか再確認で

きた 

実際の生活環境、職場環境を照らし

合わせて状況を確認していくことが

大切 

セルフモニタリングを取り入れること

の重要性を理解することができた 

わらいふへの理解が深まりまった 

不安が強い方はセルフモニタリング

が不正確となる場合がある 

自己理解場深まり自身で納得して自

己管理する意欲につながるのでは 

地域を見る必

要性と視点－

障害や疾病に

よりモニタリ

ングが特に必

要な者の就労

支援における

地域性について改めて確認したい 

本人が安心して生活、就労できる環

境を把握し、支援を現実に即したも

のにする 

一方的な解釈にならないよう各専門

分野やそれぞれの視点から情報を

出し合うこと 

地域の実態をもっともっと自分自身

が情報収集していきたい 
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連携（医療、

福祉、企業） 

地域を見立てる視点はまだ不十分な

ため、これからより高めていきたい 

 

 

運営他 

演

習

方

法 

意見交

換の効

果 

グループワークを通して意見交換、情

報交換ができ有意義な時間だった 

自身だけでなく、他者の意見を聞くこと

が出来てとても有意義な時間だった。

今回の研修を参考に今後の支援に活

かせられるよう、活動していきたい。 

就労選択支援をはじめるにあたり、ア

セスメントの質や支援の質を維持、向

上させるための方法を模索していた。

自分自身がまずはインプットし自社の

支援員たちにアウトプットしていくため

に、貴重な機会だった。今回に限ら

ず、継続してこのような機会があると、

また意見交流できる 

就労移行に関する経験が浅いため、

ほかの受講者の実践例等を具体的に

教えていただけたのがよかった 

グルー

プメン

バーの

組み合

わせ 

県をまたいでの研修参加経験が少な

く、今回のような全国規模で、就労に

携わる様々な分野の方が集まる研修

の機会で、各県での実態、実状など、

改めてそれぞれの地域性の理解が深

まり、良い経験になった 

支援者は相手の言葉を引き出すプロ

なので演習では、支援者が話すぎず、

決めつけ過ぎないことが重要 

ファシ

リテー

タの効

果 

各グループにファシリテーターがつい

て、非常に丁寧に対応した 

事例 今回は難病の対象者で研修を行った

が、精神や発達・知的と高次脳機能障

害も対象に開催してほしい 

運

営 

対面開

催の希

望 

参加者の地域の状況など詳しく伺いた

かったので対面でも開催してほしい 

グルー

プワー

クと全

体説明

の往還

の負担 

ブレイクアウトルームとメインルームの

往復が多く、議論を深めてくことが難し

かった 

学

び 

地域性

の気づ

き 

全国規模で各県での実態、実状など

地域性の理解が深まった 

ツール

の活用 

アプリの導入など新たなツールを用い

るきっかけにもなる 

アセス

メント

の理解 

時間をかけてアセスメントについて内

省する機会となった 

アセスメントスキルが学べた 

日々の実践内容を振り返る、内省の

機会となりり、アセスメントに活かして

いきたい 

他 ロールプレイだけではなく、面談場面

観察やフィードバックがあり、理解が深

まった 

とても学びを得ることができ感謝して

いる 

同じような研修の開催があれば、社員

にも参加してほしい 

今後もこのような研修があれば、是非

参加したい 

大変勉強になった 
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令和７年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

〈アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究〉 

アセスメント研修の評価 

 

研究代表者 丸谷美紀 国立保健医療科学院 

研究協力者 武澤友広 高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要旨 

令和 5 年度の研修ニーズ調査結果を踏まえ、有識者と共に〈研修カリキュラムとシラバス〉案を作

成し、令和６年度は［就労アセスメント研修（以下、本研修）］を実施した。研修は講義と演習から

構成され、演習は、a.ロールプレイを行う演習 （以下、a.ロールプレイ型）、または b.デモンストレ

ーション視聴による演習 （以下、b.デモンストレーション視聴型）という二種の形式で試行した。

令和７年度は、令和６年度の結果を踏まえて、講義内容は変更せず演習は c.デモンストレーション視

聴とロールプレイの両者を組みあわせた形式（以下、c.混合型）で試行した。本稿では、令和７年度

の[c.混合型]の研修アウトカム評価として 、1）GIO,SBOｓ、アセスメントスキルに関する自己評価

の受講前後の変化、及び、2）研修理解度、研修満足度の評価を分析し、令和６年度[a.ロールプレイ

型]及び[b.デモンストレーション視聴型]との比較を含めて報告する。 

令和７年度[c.混合型]のデータは、GIO,SBOｓ、アセスメントスキルに関する質問票を Web 配信

し、受講前後の自己評価を調査した。研修理解度、研修満足度は、受講後に質問票を Web 配信し評

価を調査した。分析方法は 1) については受講者 20 名中、前後の突合ができた 17 名の各回答を点数

化し、統計分析用ソフトウェアの R で、研修受講前後の自己評価の差を符号検定で分析した。2) に

ついては、肯定的回答と否定的回答に分別し割合を示した。 

結果として１）については令和７年度[c.混合型]は GIO,SBOｓ全体に正の変化が見られ、「障害者

雇用・就労支援の理念、目的を述べることができる」以外について有意差が認められた。アセスメン

トスキルは、「就労先の経営理念と求める人物像」「自治体の福祉や医療等の社会サービス資源の種類

や支援内容の充実さ」等は受講後に自己評価の低下が認められたが、全体に正の変化が見られた。令

和６年度[a.ロールプレイ型] [b.デモンストレーション視聴型]との比較においても、令和７年度[c.混

合型]はすべての項目で高得点であった 。 

２）については「地域を見る必要性と視点－障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の就労

支援における連携」以外は、すべての項目で 100％肯定的な回答であった。令和６年度[a.ロールプレ

イ型] [b.デモンストレーション視聴型]との比較においても、令和７年度[c.混合型]はすべての項目で

高得点であった 。 

[c.混合型]により、全体に正の変化が見られた。演習方法の工夫に加え、令和 7 年度はファシリテ

ーションの統一を図ったことも功を奏したと考える。 



37 

 

 

Ａ．研究目的 

令和 7 年度より「就労選択支援」が施行

され、就労系福祉サービスの利用を希望す

る障害者が、支援者と共に就労に関するア

セスメントを行い、選択の幅を広げるもの

である。効果的な就労選択支援に向けて、

①支援者のアセスメントスキルの個人差を

平準化するための学習機会、②障害者本人

の状態の波（身体面・心理面の良好な時期

と不調な時期）と支援環境（物理的・人的

支援状況等）を突合させてモニタリングし、

関係機関等との情報共有のために可視化す

る就労アセスメントツールが必要とされる。 

そこで本研究班では、令和 5 年度および

令和 6 年度に、①に対し、熟練者の就労ア

セスメントスキルを解明し、それらを反映

した〈研修カリキュラムとシラバス〉と

〈視覚教材〉を制作した。さらに、上記②

に対し、障害者本人の状態の波と支援環境

を突合させて経過をモニタリングし、就労

の阻害要因や促進要因を可視化するための

〈就労支援アプリ〉を制作した。令和６年

度に、両者を組み合わせた研修を 2 回施行

した。研修は講義と演習から構成され、1

回目の研修では、a.ロールプレイを行う演

習 （以下、a.ロールプレイ型）を行い、 2

回目の研修では b.デモンストレーション視

聴による演習 （以下、b.デモンストレーシ

ョン視聴型）を行った。[a.ロールプレイ

型]も[b.デモンストレーション視聴型]も、

どちらも肯定的な自己評価が得られた。 

そこで、令和７年度は、令和６年度 の結

果を踏まえて、研修目的や講義内容は変更

せず 、演習は c.デモンストレーション動画

視聴とロールプレイの両者を組みあわせた

形式（以下、c.混合型）で試行した。 

本稿では、より効果的な演習方法に出す

ために、令和７年度の[c.混合型]の研修ア

ウトカム評価として 、1）GIO,SBOｓ、ア

セスメントスキルに関する自己評価の受講

前後の変化、及び、2）研修理解度、研修

満足度の評価を、令和６年度[a.ロールプレ

イ型]及び[b.デモンストレーション視聴型]

との比較を含めて報告する。 

 具体的には次の 2 点について報告する。 

 

１）本研修全体を通じた受講前後の自己評

価の変化の検討 

オンデマンド動画視聴による講義受講、

及び集合研修での演習参加を含め、本研修

全体を通じて、次の項目について、まず令

和 7 年度[c.混合型]研修受講前後の自己評

価の変化を検討する。 

・GIO,SBOｓ（下記表） 

・アセスメントスキル（文末表３） 

GIO 

障害や疾病によりモニタリングが特

に必要な者の就労支援において就労

アセスメントの専門性を向上するた

めの知識、及び、技術を修得するこ

とができる 

SBO1 
障害者雇用・就労支援の理念、目的

を述べることができる 

SBO2 

障害者雇用・福祉施策の概要と障害

や疾病により特に就労に困難を抱え

る者への支援について説明できる 

SBO3 

障害や疾病によりモニタリングが特

に必要な者の就労支援におけるアセ

スメントの目的とプロセスの重要性

を述べることができる 

SBO4 

障害や疾病によりモニタリングが特

に必要な者の就労支援におけるアセ

スメントの具体的な深め方を述べる

ことができる 

 

次に令和 7 年度[c.混合型]の結果と令和
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６年度[a.ロールプレイ型]及び[b.デモンス

トレーション視聴型]を比較する。 

 

２）研修理解度、研修満足度の評価の検討 

オンデマンド動画視聴による講義、及び

集合研修での演習、本研修全体を通じて、

次の項目について、まず令和 7 年度[c.混合

型]研修受講前後の評価を検討する。 

・研修理解度 

・研修満足度 

  次に令和 7 年度[c.混合型]の結果と令

和６年度[a.ロールプレイ型]及び[b.デモン

ストレーション視聴型]を比較する。 

 

Ｂ．研究方法 

１）データ収集 

(1)研修受講前 

令和 7 年度[c.混合型]受講者に対し、オ

ンデマンド動画視聴前に質問票をWeb 配信

し、次の項目について自己評価を調査した。 

・GIO,SBOｓ 

・アセスメントスキル 

 

評価は次の 4 件法で回答を求めた。 

1.十分にできる 

2.概ねできる 

3.少しはできる 

4.できない 

 

(2)全研修受講後 

令和 7 年度[c.混合型]受講者に対し、オ

ンデマンド動画視聴後に、集合研修で演習

に参加し、全ての研修プログラムを終了し

た後に、次の項目について質問票を Web配

信し、自己評価を調査した。 

 

・GIO,SBOｓ 

・アセスメントスキル 

・研修理解度 

・研修満足度 

 

評価基準は次の 4 件法で回答を求めた。

「研修内容の理解度」 

1.よく理解できた 

2.だいたい理解できた 

3.あまり理解できなかった 

4.全く理解できなかった 

 

「研修内容の満足度」 

1.とても良かった 

2.概ね良かった 

3.どちらかというと良かった 

4.良くなかった 

 

２）分析方法 

(1)本研修全体を通じた受講前後の自己評

価の変化 

①令和 7 年度[c.混合型]単独の評価 

全回答者 20 名中、前後の突合ができた

17 名について、次の項目の各回答を点数化

した。 

・GIO,SBOｓ 

・アセスメントスキル 

 

次のように点数化した。 

1.十分にできる＝４ 

2.概ねできる＝３ 

3.少しはできる＝２ 

4.できない＝１ 

 

 受講前後の自己評価の点数を比較し、点

数が上昇したものを「改善」、点数が下降
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したものを「悪化」、点数に変化がないも

のを「不変」として集計し、統計分析用ソ

フトウェアの R で、研修受講前後の自己評

価の差を符号検定で分析した。 

 

 

②３種の演習の比較：令和 7 年度[c.混合

型]と令和６年度[a.ロールプレイ型]及び[b.

デモンストレーション視聴型]の比較 

 

 令和 7 年度[c.混合型]の結果を、令和６

年度[a.ロールプレイ型]及び[b.デモンスト

レーション視聴型]の結果と比較し、より

効果的に研修目的・目標の達成について考

察する情報とした。 

 

(2) 研修理解度、研修満足度の評価 

①令和 7 年度[c.混合型]単独の評価 

次の項目の各回答を点数化し、統計分析

用ソフトウェアの R で肯定的回答と 否定的

回答に 分別し割合を示した。 

・研修理解度 

・研修満足度 

 

回答を次のように点数化した。 

「研修内容の理解度」 

1.よく理解できた＝４ 

2.だいたい理解できた＝３ 

3.あまり理解できなかった＝２ 

4.全く理解できなかった＝１ 

 

「研修内容の満足度」 

1.とても良かった＝４ 

2.概ね良かった＝３ 

3.どちらかというと良かった＝２ 

4.良くなかった＝１ 

 

②３種の演習の比較：令和 7 年度[c.混合

型]と令和６年度[a.ロールプレイ型]及び[b.

デモンストレーション視聴型]の比較 

 

 令和 7 年度[c.混合型]の結果を、令和６

年度[a.ロールプレイ型]及び[b.デモンスト

レーション視聴型]の結果と比較し、より

効果的な研修内容について考察する情報と

した。 

 

（倫理面への配慮） 

国立保健医療科学院倫理委員会の承認を

得ている。 

承認番号【NIPH－IBRA＃24027-2】 

 

Ｃ．研究結果 

１）回答者の属性 

所属は以下の通りであった。 

 回答数 ％ 

 全体 17  100.0  

就労移行支援事業者 11  64.7  

障害者就業・生活支援センター 4  23.5  

地域障害者職業センター 0  0.0  

就労継続支援 B 型事業者 2  11.8  

 

 支援経験年数は以下の通りであった。 

 回答数 ％ 

 全体 17  100.0  

４年以下 4  23.5  

５－９年 7  41.2  

１０－１４年 3  17.6  

１５－１９年 1  5.9  

２０年以上 2  11.8  

 

 支援した経験のある障害種別（複数選択
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可）は以下の通りであった。 

 回答数 ％ 

 全体 17  100.0  

精神 15  88.2  

知的 17  100.0  

身体 11  64.7  

手帳取得なし（難病） 7  41.2  

その他 0  0.0  

 

２）本研修全体を通じた受講前後の自己評

価の変化 

(1)令和 7 年度[c.混合型]単独の評価 

①GIO,SBOｓ自己評価の変化（表１）（表

２） 

全体に正の変化が見られ、「障害者雇

用・就労支援の理念、目的を述べることが

できる」は「不変」が、半数以上を占めた

が、それ以外について「改善」が有意に多

いことが認められた。 

 

②アセスメントスキル（表３） 

全体に正の変化が見られた。「就労先の

経営理念と求める人物像」「就労先の障害

への理解度」「（ネット上を含む）身近な

インフォーマルな支援の有無」「地域の障

害者雇用の種類や仕事内容の多様さ」「自

治体の福祉や医療等の社会サービス資源の

種類や支援内容の充実さ」「本人や家族の

立場に身を置きつつ中立的な姿勢を保つ」

は有意差が認められなかった。 

 

(2)令和 7 年度[c.混合型]と令和６年度[a.ロ

ールプレイ型]及び[b.デモンストレーショ

ン視聴型]の比較 

①GIO,SBOｓ（表４） 

すべての項目で、令和 7 年度[c.混合型]

が、令和６年度[a.ロールプレイ型]及び[b.

デモンストレーション視聴型]よりも高得

点であった。 

 

②アセスメントスキル（表５） 

ほとんどの項目で、令和 7 年度[c.混合

型]が、令和６年度[a.ロールプレイ型]及び

[b.デモンストレーション視聴型]と同等ま

たは高得点であった。「自己と仕事の折り

合いの程度」「自組織を超えて連携した支

援の必要性本人の希望や困り感から深堀す

る」「本人の希望や困り感から深堀する」

「本人の意思疎通の様式に合わせた方法で

状況把握する」「本人と関わる中で観察し

た本人の状況を確認する」「伝えにくい事

柄も共有できる関係性や面談技術を用いる」

は、[b.デモンストレーション視聴型]が最

も得点が高かった。 

 

３）研修理解度、研修満足度の評価 

(1)令和 7 年度[c.混合型]単独の評価（表６） 

研修理解度は、すべての項目で肯定的回

答が得られた。研修満足度は、「地域を見

る必要性と視点－障害や疾病によりモニタ

リングが特に必要な者の就労支援における

連携（医療、福祉、企業）」以外の項目は、

全数で肯定的回答が得られた。 

 

(2)令和 7 年度[c.混合型]と令和６年度[a.ロ

ールプレイ型]及び[b.デモンストレーショ

ン視聴型]の比較（表７） 

研修理解度は、「障害のある人を雇用す

る意味障害のある人にとっての就労の意味」

「就労支援におけるアセスメントの目的と

実践上の基本的視点―障害や疾病によりモ

ニタリングが特に必要な者のアセスメント
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の特徴」を除くすべての項目で、令和 7 年

度[c.混合型]が、令和６年度[a.ロールプレ

イ型]及び[b.デモンストレーション視聴型]

よりも高得点であった。 

研修満足度は、「アセスメントシートの

基本的考え方－アセスメントシートにおける

モニタリングが特に必要な者の評価の視点」

「地域を見る必要性と視点－障害や疾病によ

りモニタリングが特に必要な者の就労支援に

おける連携（医療、福祉、企業）」は、令和

６年度[a.ロールプレイ型] が最も得点が高

かったが、「障害のある人を雇用する意味

障害のある人にとっての就労の意味」「精

神障害や難病等の医療・生活・就労の総合

的支援の施策―障害や疾病により特に就労

に困難を抱える者への支援について」「本

人を中核としたアセスメントの全体構造―

支援者の内省」は令和 7 年度[c.混合型]が、

令和６年度[a.ロールプレイ型]及び[b.デモ

ンストレーション視聴型]よりも高得点で

あった。 

 

Ｄ．考察 

(1)本研修全体を通じた受講前後の自己評

価の変化 

➀GIO,SBOｓ 

「障害者雇用・就労支援の理念、目的を

述べることができる」は「不変」が、半数

以上を占めたことは、障害者雇用・就労支

援の理念、目的はすでに熟知していたため

と考える。 

 

②アセスメントスキル 

全体に正の変化が見られたが、「就労先

の経営理念と求める人物像」「就労先の障

害への理解度」「（ネット上を含む）身近

なインフォーマルな支援の有無」「地域の

障害者雇用の種類や仕事内容の多様さ」

「自治体の福祉や医療等の社会サービス資

源の種類や支援内容の充実さ」「本人や家

族の立場に身を置きつつ中立的な姿勢を保

つ」は有意差が認められなかったことは、

これらの項目は講義では触れたが、演習で

は具体性が欠けていたため改善が少なかっ

たと思われる。 

 

(2)令和 7 年度[c.混合型]と令和６年度[a.ロ

ールプレイ型]及び[b.デモンストレーショ

ン視聴型]の比較 

①GIO,SBOｓ（表４） 

すべての項目で、令和 7 年度[c.混合型]

が、令和６年度[a.ロールプレイ型]及び[b.

デモンストレーション視聴型]よりも高得

点であった。 

ロールプレイは『シミュレートされた』

行為と状況に 関与させるという特徴を持っ

た諸活動」といわれ 1）社会福祉や看護教育

で２）、有効な学習方法とされる３）。 

デモンストレーションは、一般的な教授

技術の一つ４）として、ことばによる説明よ

りも具体的で理解しやすいといわれる５）。 

 動画視聴は医学教育や看護教育、多様な

教育で用いられ、有効とされており６）、中

にはデモンストレーションよりも有効とい

う回答もある７）。 

 令和 7 年度[c.混合型]は、令和６年度[a.

ロールプレイ型]と[b.デモンストレーショ

ン視聴型]を組み合わせた演習を行ったた

め、ロールプレイとデモンストレーション

両 者 の 長 所 を 活 か す こ と が で き 、

GIO,SBOｓが高得点となったと思われる。 
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②アセスメントスキル（表５） 

GIO,SBOｓ同様に、ほとんどの項目で、

令和 7 年度[c.混合型]が、令和６年度[a.ロ

ールプレイ型]及び[b.デモンストレーショ

ン視聴型]と同等または高得点であったこ

とは、演習がロールプレイとデモンストレ

ーション両者の長所を活かしたためかと思

われる。 

見立ての視点のうち「自己と仕事の折り

合いの程度」「自組織を超えて連携した支

援の必要性」、見立ての手段のうち「本人

の希望や困り感から深堀する」「本人の意

思疎通の様式に合わせた方法で状況把握す

る」「本人と関わる中で観察した本人の状

況を確認する」「伝えにくい事柄も共有で

きる関係性や面談技術を用いる」について

は、[b.デモンストレーション視聴型]が最

も得点が高かった理由は具体的には把握し

ておらず、考えられる理由としては[b.デモ

ンストレーション視聴型]は、研修運営ス

タッフが実際に演じたため、見立ての手段

である「本人の希望や困り感から深堀する」

「本人の意思疎通の様式に合わせた方法で

状況把握する」「本人と関わる中で観察し

た本人の状況を確認する」「伝えにくい事

柄も共有できる関係性や面談技術を用いる」

は臨場感があったためかとも考えられる。 

 

３）研修理解度、研修満足度の評価 

(1)令和 7 年度[c.混合型]単独の評価 

研修理解度は、すべての項目で肯定的回

答が得られた。令和 7 年度は、集合研修開

始時に、オンデマンド配信の講義資料を共

有しながら振り返る時間を充分に設けたこ

とが功を奏したと思われる。 

研修満足度は、「地域を見る必要性と視

点－障害や疾病によりモニタリングが特に

必要な者の就労支援における連携（医療、

福祉、企業）」以外の項目は、全数で肯定

的回答が得られた。就労選択支援は地域の

情報や連携も必要となるが、課題があるか

と思われる。 

 

(2)令和 7 年度[c.混合型]と令和６年度[a.ロ

ールプレイ型]及び[b.デモンストレーショ

ン視聴型]の比較（表７） 

研修理解度は、「障害のある人を雇用す

る意味障害のある人にとっての就労の意味」

「就労支援におけるアセスメントの目的と

実践上の基本的視点―障害や疾病によりモ

ニタリングが特に必要な者のアセスメント

の特徴」を除くすべての項目で、令和 7 年

度[c.混合型]が、令和６年度[a.ロールプレ

イ型]及び[b.デモンストレーション視聴型]

よりも高得点であった。令和 7 年度は、集

合研修開始時に、オンデマンド配信の講義

資料を共有しながら振り返る時間を充分に

設けたことに加え、就労選択支援が施行さ

れ基本的な知識を習得した上での受講であ

ったことも影響があるかと考える。 

研修満足度に関して「アセスメントシー

トの基本的考え方－アセスメントシートにお

けるモニタリングが特に必要な者の評価の視

点」「地域を見る必要性と視点－障害や疾病

によりモニタリングが特に必要な者の就労支

援における連携（医療、福祉、企業）」は、

令和６年度[a.ロールプレイ型] が最も得点

が高かった理由は具体的には把握しておら

ず、就労選択支援が施行され基本的な知識

を習得した上での受講のため、理解度は令

和 7 年度は上昇したが、令和 6 年度以上の

知識を望んでいた可能性もあるかと考える。
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制度の進行に応じて、迅速に内容の更新を

していくことが望まれる。 

 

以上、令和 7 年度[c.混合型]は、研修目

的・目標達成に向けて、全体に効果的であ

った。演習方法自体の工夫に加え、ファシ

リテーターの手引きを作成し、ファシリテ

ーションの統一を図ったことも功を奏した

と考える。 

 

Ｅ．結論 

就労選択支援に向け、就労アセスメント

の専門性向上のための研修の開発に取り組

んだ。令和７年度は、令和６年度 の結果を

踏まえて、演習を c.デモンストレーション

動画視聴とロールプレイの両者を組みあわ

せた形式（以下、c.混合型）で試行した。

令和７年度の[c.混合型]の研修アウトカム

評価として 、1）GIO,SBOｓ、アセスメン

トスキルに関する自己評価の受講前後の変

化、及び、2）研修理解度、研修満足度の

評価を分析し、令和６年度[a.ロールプレイ

型]及び[b.デモンストレーション視聴型]と

の比較を検討した。 

結 果 と し て 令 和 ７ 年 度 [c. 混 合 型]は

GIO,SBOｓ、アセスメントスキルは、全

体に正の変化が見られた。令和６年度[a.ロ

ールプレイ型] [b.デモンストレーション視

聴型]との比較においても、令和７年度[c.

混合型]はすべての項目で高得点であった 。 

研修理解度、研修満足度については、ほ

ぼ全ての項目で肯定的な回答であり、令和

６年度[a.ロールプレイ型] [b.デモンストレ

ーション視聴型]との比較においても、令

和７年度[c.混合型]は複数の項目で高得点

であった 。 

[c.混合型]により、全体に正の変化が見

られた。演習方法の工夫に加え、令和 7 年

度はファシリテーションの統一を図ったこ

とも功を奏したと考える。 
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表１．受講前後の GIO,SOBｓ自己評価の差 
   

前  後 

   回答数 ％ 回答数 ％ 

 全体 17  100.0  19  100.0  

ＧＩＯ障害や疾病によりモニタリ
ングが特に必要な者の就労支援に
おいて就労アセスメントの専門性
を向上するための知識、及び、技
術を修得することができる（Ｓ
Ａ） 

1 十分にできる 1  5.9  4  21.1  

2 概ねできる 8  47.1  13  68.4  

3 少しはできる 7  41.2  2  10.5  

4 できない 1  5.9  0  0.0  

ＳＢＯｓ１／障害者雇用・就労支
援の理念、目的を述べることがで
きる（ＳＡ） 

1 十分にできる 0  0.0  3  15.8  

2 概ねできる 10  58.8  11  57.9  

3 少しはできる 5  29.4  5  26.3  

4 できない 2  11.8  0  0.0  

ＳＢＯｓ２／障害者雇用・福祉施
策の概要と障害や疾病により特に
就労に困難を抱える者への支援に
ついて説明できる（ＳＡ） 

1 十分にできる 1  5.9  1  5.3  

2 概ねできる 4  23.5  14  73.7  

3 少しはできる 11  64.7  4  21.1  

4 できない 1  5.9  0  0.0  

ＳＢＯｓ３／障害や疾病によりモ
ニタリングが特に必要な者の就労
支援におけるアセスメントの目的
とプロセスの重要性を述べること
ができる（ＳＡ） 

1 十分にできる 1  5.9  4  21.1  

2 概ねできる 4  23.5  14  73.7  

3 少しはできる 11  64.7  1  5.3  

4 できない 1  5.9  0  0.0  

ＳＢＯｓ３／障害や疾病によりモ
ニタリングが特に必要な者の就労
支援におけるアセスメントの具体
的な深め方を述べることができる
（ＳＡ） 

1 十分にできる 0  0.0  3  15.8  

2 概ねできる 3  17.6  14  73.7  

3 少しはできる 13  76.5  2  10.5  

4 できない 1  5.9  0  0.0  

表２．受講前後の自己評価の変化 

    改善 悪化 不変 P 値 有意判定 

GIO 

障害や疾病によりモニタリングが特に必要な
者の就労支援において就労アセスメントの専
門性を向上するための知識、及び、技術を修
得することができる 

10 1 6 0.009 ** 

SBO1 
障害者雇用・就労支援の理念、目的を述べる
ことができる 

6 1 10 0.065 ns 

SBO2 
障害者雇用・福祉施策の概要と障害や疾病に
より特に就労に困難を抱える者への支援につ
いて説明できる 

9 1 7 0.015 * 

SBO3 
障害や疾病によりモニタリングが特に必要な
者の就労支援におけるアセスメントの目的と
プロセスの重要性を述べることができる 

11 0 6 0.003 ** 

SBO4 
障害や疾病によりモニタリングが特に必要な
者の就労支援におけるアセスメントの具体的
な深め方を述べることができる 

13 0 4 0.001 ** 
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表３．受講前後のアセスメントの自己評価の変化 

  改善 悪化 不変 P 値 有意判定 

本人が自分らしく働ける仕事は何か 6 0 11 0.020 * 

本人が就労生活上でつまづいたと認識している経験 9 1 7 0.013 * 

自己と仕事の折り合いの程度 9 1 7 0.013 * 

身体的な健康管理状態 10 0 7 0.004 ** 

心理的な安定状態 6 0 11 0.026 * 

日常生活スキルの状態 10 2 5 0.021 * 

本人が希望する就労に必要なソフトスキルの習熟度 8 1 8 0.023 * 

自己に必要な環境調整の理解や主体的な環境への働き
かけ 

7 0 10 0.011 * 

家族の対応の仕方 8 0 9 0.006 ** 

支援者自身の対応を本人が信頼しているか 8 0 9 0.006 ** 

支援者自身は本人の将来を見据えているか 10 1 6 0.008 ** 

支援者自身の経験が適切に用いられ（自己覚知に基づ
いて適切に自己活用し）、本人の将来の選択の可能性
を広げうるか 

9 2 6 0.037 * 

ツールや関係者の情報も併せて総合的に見立てている
か 

8 1 8 0.025 * 

就労先の経営理念と求める人物像 6 1 10 0.071 ns 

就労先の障害への理解度 9 3 5 0.091 ns 

就労先の障害者を雇うことへの不安 10 1 6 0.008 ** 

就労先の就労条件・物理的・人的環境と変化の見通し 8 1 8 0.025 * 

（ネット上を含む）身近なインフォーマルな支援の有
無 

5 2 10 0.299 ns 

地域の障害者雇用の種類や仕事内容の多様さ 6 2 9 0.182 ns 

自治体の福祉や医療等の社会サービス資源の種類や支
援内容の充実さ 

6 3 8 0.351 ns 

就労に向けた家庭環境の調整の必要性 9 1 7 0.013 * 

本人と支援者との適切な距離感 7 0 10 0.011 * 

本人の目標に向けた支援のペースの適切さ 7 0 10 0.011 * 

他の利用者との関係性の適切さ 5 0 12 0.037 * 

自組織を超えて連携した支援の必要性 5 0 12 0.037 * 

現在の本人のニーズと就労先のニーズの合意度（障害
開示・通勤・労働内容等の具体的条件） 

8 1 8 0.023 * 

キャリアアップに向けて本人の希望と就労先の方向性
の合致度（長期展望） 

7 1 9 0.042 * 

本人のニーズと生活や医療に関する地域の支援の合致
度 

5 0 12 0.048 * 

本人の希望や困り感から深堀する 6 0 11 0.020 * 

本人や家族の立場に身を置きつつ中立的な姿勢を保つ 7 2 8 0.095 ns 

本人の意思疎通の様式に合わせた方法で状況把握する 7 1 9 0.041 * 

本人と関わる中で観察した本人の状況を確認する 5 1 11 0.129 ns 

伝えにくい事柄も共有できる関係性や面談技術を用い
る 

6 2 9 0.182 ns 

既存のツールを参考にする 8 1 8 0.025 * 

事業所内や関係者からの情報を参考にする 10 0 7 0.003 ** 

支援者自身の内省から状況を俯瞰する 8 3 6 0.120 ns 
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表４．３種の研修方法の GIO,SOBｓ自己評価の差 

 R6 R7 

  a b c 

項目 Mean SD Mean SD Mean SD 

障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の
就労支援において就労アセスメントの専門性を向
上するための知識、及び、技術を修得することが
できる 

2.8 0.6 2.9 0.5 3.12 0.6 

障害者雇用・就労支援の理念、目的を述べること
ができる 

2.8 0.6 2.7 0.6 2.88 0.7 

障害者雇用・福祉施策の概要と障害や疾病により
特に就労に困難を抱える者への支援について説明
できる 

2.7 0.6 2.6 0.6 2.82 0.53 

障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の
就労支援におけるアセスメントの目的とプロセス
の重要性を述べることができる 

2.8 0.5 2.8 0.5 3.18 0.53 

障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の
就労支援におけるアセスメントの具体的な深め方
を述べることができる 

2.7 0.6 2.7 0.5 3.06 0.56 

  2.76   2.74   3.012   

 

表５.３種の研修方法のアセスメントスキル自己評価の差 
 R6 R7 

  12 月実施 1 月実施 12 月実施 

項目 Mean SD Mean SD Mean SD 

本人が自分らしく働ける仕事は何か 2.8 0.70 3.0 0.50 3.0 0.61 

本人が就労生活上でつまづいたと認識している経験 3.0 0.60 3.0 0.60 3.2 0.64 

自己と仕事の折り合いの程度 2.8 0.70 3.1 0.60 3.1 0.43 

身体的な健康管理状態 3.0 0.40 2.9 0.40 3.2 0.53 

心理的な安定状態 2.8 0.70 2.9 0.50 3.1 0.70 

日常生活スキルの状態 2.7 0.60 2.9 0.60 3.1 0.60 

本人が希望する就労に必要なソフトスキルの習熟度 2.7 0.70 2.9 0.50 2.9 0.60 

自己に必要な環境調整の理解や主体的な環境への働きかけ 2.7 0.70 2.8 0.60 3.0 0.35 

家族の対応の仕方 2.5 0.50 2.7 0.60 2.9 0.49 

支援者自身の対応を本人が信頼しているか 2.9 0.80 2.8 0.50 2.9 0.66 

支援者自身は本人の将来を見据えているか 2.9 0.80 2.9 0.60 3.1 0.78 

支援者自身の経験が適切に用いられ（自己覚知に基づいて

適切に自己活用し）、本人の将来の選択の可能性を広げう

るか 

2.8 0.60 2.7 0.60 3.0 0.61 

ツールや関係者の情報も併せて総合的に見立てているか 2.7 0.60 2.7 0.60 2.9 0.60 

就労先の経営理念と求める人物像 2.6 0.60 2.5 0.60 2.8 0.66 

就労先の障害への理解度 2.6 0.70 2.8 0.70 2.8 0.73 

就労先の障害者を雇うことへの不安 2.8 0.70 2.7 0.70 2.9 0.66 

就労先の就労条件・物理的・人的環境と変化の見通し 2.6 0.50 2.6 0.80 2.9 0.70 

（ネット上を含む）身近なインフォーマルな支援の有無 2.7 0.60 2.6 0.70 2.7 0.59 
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地域の障害者雇用の種類や仕事内容の多様さ 2.5 0.60 2.7 0.60 2.7 0.59 

自治体の福祉や医療等の社会サービス資源の種類や支援内

容の充実さ 
2.6 0.70 2.6 0.60 2.7 0.69 

就労に向けた家庭環境の調整の必要性 2.5 0.50 2.6 0.50 2.8 0.56 

本人と支援者との適切な距離感 2.8 0.50 2.9 0.40 3.1 0.60 

本人の目標に向けた支援のペースの適切さ 3.0 0.70 2.9 0.50 2.9 0.66 

他の利用者との関係性の適切さ 2.8 0.70 2.9 0.50 2.9 0.56 

自組織を超えて連携した支援の必要性 2.8 0.60 3.2 0.60 3.0 0.71 

現在の本人のニーズと就労先のニーズの合意度（障害開

示・通勤・労働内容等の具体的条件） 
2.8 0.60 2.8 0.60 2.9 0.66 

キャリアアップに向けて本人の希望と就労先の方向性の合

致度（長期展望） 
2.8 0.70 2.4 0.60 2.8 0.73 

本人のニーズと生活や医療に関する地域の支援の合致度 2.5 0.50 2.5 0.70 2.7 0.49 

本人の希望や困り感から深堀する 3.0 0.50 3.2 0.40 3.1 0.70 

本人や家族の立場に身を置きつつ中立的な姿勢を保つ 2.7 0.70 2.9 0.70 3.1 0.75 

本人の意思疎通の様式に合わせた方法で状況把握する 2.9 0.70 3.0 0.50 2.9 0.56 

本人と関わる中で観察した本人の状況を確認する 2.8 0.70 3.2 0.50 3.1 0.75 

伝えにくい事柄も共有できる関係性や面談技術を用いる 2.8 0.70 2.9 0.60 2.9 0.78 

既存のツールを参考にする 2.9 0.50 2.8 0.40 3.0 0.61 

事業所内や関係者からの情報を参考にする 3.1 0.70 3.2 0.60 3.5 0.62 

支援者自身の内省から状況を俯瞰する 3.0 0.70 2.7 0.50 3.1 0.83 

  2.8   2.8   3.0   

 

表６．研修理解度、研修満足度の評価 (1)令和 7 年度[c.混合型]単独の評価 

  肯定的回答
（1・２） 

否定的回答
（３・４） 

割合
_1_2 

理
解
度 

障害のある人を雇用する意味障害のある人にとっての就
労の意味 

18 0 100 

障害者雇用対策の概要と就職準備性 18 0 100 

障害者就労施策－就労選択支援の根底にあるポイント 18 0 100 

精神障害や難病等の医療・生活・就労の総合的支援の施
策－障害や疾病により特に就労に困難を抱える者への支
援について 

18 0 100 

就労支援におけるアセスメントの目的と実践上の基本的
視点－障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の
アセスメントの特徴 

18 0 100 

アセスメントシートの基本的考え方－アセスメントシー
トにおけるモニタリングが特に必要な者の評価の視点 

18 0 100 

本人を中核としたアセスメントの全体構造－支援者の内
省 

18 0 100 

生活・からだと心・環境のモニタリング－セルフモニタ
リングからセルフケア、セルフアドボカシーへ 

18 0 100 

地域を見る必要性と視点－障害や疾病によりモニタリン
グが特に必要な者の就労支援における連携（医療、福
祉、企業） 

18 0 100 
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満
足
度 

障害のある人を雇用する意味障害のある人にとっての就
労の意味 

18 0 100 

障害者雇用対策の概要と就職準備性 18 0 100 

障害者就労施策－就労選択支援の根底にあるポイント 18 0 100 

精神障害や難病等の医療・生活・就労の総合的支援の施
策－障害や疾病により特に就労に困難を抱える者への支
援について 

18 0 100 

就労支援におけるアセスメントの目的と実践上の基本的
視点－障害や疾病によりモニタリングが特に必要な者の
アセスメントの特徴 

18 0 100 

アセスメントシートの基本的考え方－アセスメントシー
トにおけるモニタリングが特に必要な者の評価の視点 

18 0 100 

本人を中核としたアセスメントの全体構造－支援者の内
省 

18 0 100 

生活・からだと心・環境のモニタリング－セルフモニタ
リングからセルフケア、セルフアドボカシーへ 

18 0 100 

地域を見る必要性と視点－障害や疾病によりモニタリン
グが特に必要な者の就労支援における連携（医療、福
祉、企業） 

17 1 94.4 

 

表７．研修理解度、研修満足度の評価 (2)令和 7 年度[c.混合型]と令和６年度[a.ロールプ

レイ型]及び[b.デモンストレーション視聴型]の比較 

 

研修理解度 
 R6 R7 

  a b c 

項目 Mean SD Mean SD Mean SD 
障害のある人を雇用する意味障害のある人にとって
の就労の意味 

3.4 0.5 3.3 0.5 3.4 0.51 

障害者雇用対策の概要と就職準備性 3.2 0.5 3.4 0.5 3.5 0.51 
障害者就労施策－就労選択支援の根底にあるポイン
ト 

3.3 0.6 3.3 0.5 3.5 0.51 

精神障害や難病等の医療・生活・就労の総合的支援
の施策－障害や疾病により特に就労に困難を抱える
者への支援について 

3.3 0.5 3.2 0.5 3.4 0.5 

就労支援におけるアセスメントの目的と実践上の基
本的視点－障害や疾病によりモニタリングが特に必
要な者のアセスメントの特徴 

3.4 0.5 3.3 0.6 3.4 0.51 

アセスメントシートの基本的考え方－アセスメント
シートにおけるモニタリングが特に必要な者の評価
の視点 

3.4 0.5 3.4 0.5 3.5 0.51 

本人を中核としたアセスメントの全体構造－支援者
の内省 

3.2 0.6 3.3 0.6 3.5 0.51 

生活・からだと心・環境のモニタリング－セルフモ
ニタリングからセルフケア、セルフアドボカシーへ 

3.3 0.5 3.2 0.5 3.4 0.51 

地域を見る必要性と視点－障害や疾病によりモニタ
リングが特に必要な者の就労支援における連携（医
療、福祉、企業） 

3.4 0.5 3.2 0.5 3.5 0.51 

  3.3   3.３   3.5   
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研修満足度 
 R6 R7 

  a b c 

項目 Mean SD Mean SD Mean SD 
障害のある人を雇用する意味障害のある人にとっての
就労の意味 

3.4 0.6 3.3 0.6 3.6 0.5 

障害者雇用対策の概要と就職準備性 3.2 0.7 3.2 0.6 3.4 0.51 
障害者就労施策－就労選択支援の根底にあるポイント 3.4 0.6 3.3 0.6 3.4 0.5 
精神障害や難病等の医療・生活・就労の総合的支援の
施策－障害や疾病により特に就労に困難を抱える者へ
の支援について 

3.3 0.6 3.2 0.6 3.6 0.51 

就労支援におけるアセスメントの目的と実践上の基本
的視点－障害や疾病によりモニタリングが特に必要な
者のアセスメントの特徴 

3.6 0.5 3.4 0.6 3.6 0.51 

アセスメントシートの基本的考え方－アセスメントシ
ートにおけるモニタリングが特に必要な者の評価の視
点 

3.6 0.5 3.3 0.5 3.5 0.51 

本人を中核としたアセスメントの全体構造－支援者の
内省 

3.4 0.5 3.4 0.6 3.6 0.5 

生活・からだと心・環境のモニタリング－セルフモニ
タリングからセルフケア、セルフアドボカシーへ 

3.5 0.5 3.3 0.5 3.5 0.51 

地域を見る必要性と視点－障害や疾病によりモニタリ
ングが特に必要な者の就労支援における連携（医療、
福祉、企業） 

3.5 0.5 3.3 0.6 3.4 0.62 

  3.4   3.3   3.5   
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令和７年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

〈アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究〉 

難病患者のアプリ試用についての調査報告 

 

研究代表者 丸谷美紀 国立保健医療科学院 

研究協力者 石村源生 情報経営イノベーション専門職大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要旨 

本研究班では 、令和５年度の文献検討及びニーズ調査 を踏まえて「就労支援アプリ（わらいふ）」

を開発し、令和６年度に就労支援の現場で試用した 。本アプリは 、心身の状態の波の大きい 障害者

の体調・心理面の状態変動や支援環境を記録・可視化し、アセスメント（自己理解の共同作業）の補

助とし、かつセルフケア・セルフアドボカシーに活用いただけることを 目指す ものである。 

 心身の状態の波の大きい 障害者とは、精神障害者や難病患者を想定しており 、令和 6 年度は精神

障害者が 8 割 、知的障害者が２割であった。そこで、本分担報告書では、令和７年度は難病患者に

試用した結果を報告する。 

就労の年代に多い炎症性腸疾患等を含む自己免疫疾患もつ者を対象に、「わらいふ」使用後に、

１）基本属性：年代・性別・障害種別 ２）本来感 ３）自己の波の認識や環境の変化 ４）アプリ

の使いやすさ ５）自由記述を調査した。分析は、記述統計（選択式設問への回答）、及び質的記述

的分析（自由記述回答）を行った。 

アプリ「わらいふ」使用前後の本来感の変化を令和６年度に比べると、全体に本来感はアプリ試用

前から高めであった。使用後も、令和７年度はかなり高かった。自己の波の認識や環境の変化も、令

和６年度に比べ全体に令和７年度は、自己の波を認識できたり環境を整えることができたと回答する

ものが多かった。アプリ「わらいふ」の使いやすさも、令和６年度に比べ全体に令和７年度は、全体

に使いやすい回答が多かった。自由記述欄では、週単位の目標を設定することは新たな意見であっ

た。 

本来感、波の認識が令和６年度より、良好であったことは、病を持ちながらの生活経験の長さ、そ

れに伴う症状管理の自分なりの療養方法の確立、支援体制の差と思われる。使いやすさが良好であっ

たことは、令和６年度は知的障碍者が２割損沿いしたことも関係するかと思われる。就労選択支援の

要素の新汚行に合わせて、週単位の目標設定等も効果的と思われる。 
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Ａ．研究目的 

研究背景 

難病患者にとって、就労は経済活動のみ

ならず、就労自体がリハビリテーション 、

社会参加、人間の尊厳の回復と治療の目的

につながる(井上葉子)。しかし 、難病患者

の症状は、体調の崩れやすさなどの「その

他の心身の機能の障害」に該当することが

多く、障害者手帳の対象外である。加えて、

心身の状態の波が大きく、また症状の見え

にくさから 周囲の必要な理解やサポートが

得にくい(春名由一郎 et al., 2023)。 

日本では難病患者を含む障害者の就労を

支援する者は、社会福祉士、公認心理士、

作業療法士等の資格を有し、各種研修等の

人材育成が実施されている。しかし、日本

の支援者は、アセスメントの専門的知識と

技 術 の 不 足 が 指 摘 さ れ て い る(Kazuaki, 

2021)。そのため、アセスメントの質の平

準化に向け、日本では、標準的なツールが

開発された(Rehabilitation, 2023)。     

一方で、障害者の状態の波（身体面・心

理面の良好な時期と不調な時期の変調）が

あることでアセスメントが難しく、波に応

じた就労環境の調整が困難となっている。

国の標準的なアセスメントシートで全体像

を把握するとともに、障害者の状態の波と

物理的・人的支援状況を突合させてモニタ

リングし、可視化する必要がある。可視化

した結果を、関係機関等との情報共有する

ことで、状態の波に合わせた環境調整が可

能となる。 

疾病や障害により心身の状態の波の大き

い者の就労を支援するために、本研究班で

は 、令和５年度の文献検討及びニーズ調査

 を踏まえて「就労支援アプリ（わらいふ）」

を開発した(臼井千恵, 2025)（表１、図

１）。アプリの項目は生活行動、気持ち体

調、環境に分類される。これは、バイオ・

サイコ・ソーシャル・モデルに準ずる(日

本ソーシャルワーク教育学校連盟, 2020)。

障害者の置かれている状況を相互に関連し

あい複合的に作用しあうものという点でバ

イオ・サイコ・ソーシャル・モデルの考え

方と合致する。 

令和６年度には、就労支援の現場で試用

し、アプリの使いやすさや自分を知ること

ができたか（本来感）などの調査を行っ

た 。「本来感」の変化を調査した（表

２）。「本来感」は「自分の意思や気持ちに

素直に生き」かつ「自らの選択と結果に全

責任を負う」感覚で、「本来感」を覚える

職場では健康に勤務できる(伊藤正哉 & 小

玉正博, 2005) (伊藤正哉 & 小玉正博, 

2005)。本アプリは 、心身の状態の波の大

きい 障害者の体調・心理面の状態変動や

支援環境を記録・可視化し、アセスメント

（自己理解の共同作業）の補助とし、かつ

セルフケア・セルフアドボカシーに活用い

ただけることを 目指す ものである。 

 疾病や障害により心身の状態の波の大き

い者は、主に精神障害者や難病を持つ者を

想定していた 。令和６年度の調査対象は主

に精神障害者で、アプリの使用感に対する

自由記載を踏まえてアプリを改定した。そ

こで難病を持つ者も対象として調査を行う

必要がある。 

  

研究目的 

本研究の目的は「就労支援アプリ（わら

いふ）」を難病持つ者対象として試用し、

本来感や使用感を評価することである。 
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Ｂ．研究方法 

１．対象・協力依頼方法 

令和 5 年度、令和 6 年度でアプリ試用を

希望した就労移行支援事業者、障害者就

業・生活支援センター、難病相談支援セン

ター、自己免疫疾患患者会、および、機縁

法にて、協力者を募った。就労の年代に多

い炎症性腸疾患等を含む自己免疫疾患もつ

ものとした。 

２．調査項目 

１）基本属性：年代・性別・障害種別 

２）本来感 

３）自己の波の認識や環境の変化 

４）アプリの使いやすさ 

５）自由記述 

３．データ収集方法 

オンラインフォームや紙媒体を併用し、試

用前・試用後にアンケートを回収する。 

４．解析方法 

記述統計（選択式設問への回答） 

質的分析（自由記述回答） 

５．倫理的配慮 

本研究は国立保健医療科学院研究倫理審査

委員会の承認を得て行った（承認番号【NI

PH－IBRA＃24004-2】）。 

研究対象者には次のことなどについて説

明を行った。研究協力は任意であり、途中

辞退しても不利益は生じない。文書は匿名

性を保持し、研究終了後 5 年間保管のち破

棄する。謝礼（2000 円相当）を進呈する。 

 

Ｃ．研究結果 

１．参加者の属性 

本調査には 18 名が参加したが、体調不

良のために脱落が多く、試用後のアンケー

トに回答したものは 9 名となった。 

参加者の属性を示す。年代は 30 代から

40 代が多かった。性別女性が多かった（表

3～表 5）。 

 

表 3.年代 

年代 試用前 試用後 

10 歳代 0 0 

20 歳代 1 1 

30 歳代 4 4 

40 歳代 5 1 

50 歳代 5 2 

60 歳代以上 3 1 

計 18 9 

 

表 4.性別 

性別 試用前 試用後 

男性 3 3 

女性 15 6 

計 18 0 

 

 

表 5.障害者手帳種別 

障害者手帳 試用前 試用後 

身体 2 1 

精神 1 3 

手帳取得なし 15 5 

 計 18 9 

 

２．アプリ「わらいふ」使用前後の本来感

の変化 

集計にあたって、「あてはまる」「まあま

ああてはまる」の回答、ならびに「あては

まらない」「あまりあてはまらない」の回

答をそれぞれ合算して、「あてはまる」「あ

てはまらない」とした。 
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 集計の結果を令和６年度と対応させて表

６に示す。令和６年度に比べ全体に本来感

はアプリ試用前から高めであった。使用後

は特に「いつでも揺るがない「自分」を持

っている」「人前でもありのままの自分が

出せる」の２項目以外は令和６年度に比較

し、令和７年度はかなり高かった。 

  

３．自己の波の認識や環境の変化 

 アプリを使用することによって自己の波

を認識できたり環境を整えることができた

かについて質問した。 

集計は「あてはまる」「まあまああては

まる」の回答、ならびに「あてはまらない」

「あまりあてはまらない」の回答をそれぞ

れ合算して、「あてはまる」「あてはまらな

い」とした。 

 集計の結果を令和６年度と対応させて表

７に示す。令和６年度に比べ全体に令和７

年度は、自己の波を認識できたり環境を整

えることができたと回答するものが多かっ

た。 

 

４．アプリ「わらいふ」の使いやすさ 

使いやすさに関しても、同様に、集計は

「あてはまる」「まあまああてはまる」の

回答、ならびに「あてはまらない」「あま

りあてはまらない」の回答をそれぞれ合算

して、「あてはまる」「あてはまらない」と

した。 

 集計の結果を令和６年度と対応させて

表 8 に示す。令和６年度に比べ全体に令和

７年度は、全体に使いやすい回答が多かっ

たが「項目の数は丁度良かった」は「あて

はまらない」が令和６年度同様であった。 

 

５．自由記述 

自由記述欄には表９のような回答が得ら

れた。「わらいふ」では、本人の希望を中

核に据えるため、就労選択支援の約１か月

間にアプリでセルフモニタリングする理由

を記入する。それに加えて、週単位の目標

を設定することは新たな意見であった。 

 

 

Ｄ．考察 

１．アプリ「わらいふ」使用前後の本来感

の変化 

令和６年度に比べ全体に本来感はアプリ

試用前から高めであった。 

一つの理由として年代の違い考えられる。

令和６年度は 20 歳代から 30 歳代が主であ

ったが、令和 7 年度は 30 歳代から 60 才代

であった。難病患者は病を持ちながら生活

する中で、折り合いをつける、編み出すな

どをしながら、病を持つことへの負い目か

ら、経験を活かす、自分のために生きるな

どアイデンティティが変容すると言われる

(狩野聖子 et al., 2016)。病を持ちながら

生活してきた経験が長いため、自分らしさ

を確立していたとも考えられる。 

また、令和６年度の対象者は精神障害者

や知的障害者が主で、令和７年度は自己免

疫疾患の患者であった。障害の特徴や症状

管理の状態から差が生じたことも考えられ

るが、本来感の障害種別の比較が必要と考

える。 

さらに、令和７年度は、脱落者が半数お

り、比較的症状が良好に管理されていたも

のが事後アンケートにも回答したと思われ

る。次項「２．自己の波の認識や環境の変

化」においても述べるが、難病患者は病を
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持ちながら社会と関わる中で自分なりの療

養方法を確立する(狩野聖子 et al., 2016)。

そのことにより自己の存在意義を見出すた

め、療養生活の確立が自分らしさに影響し

ていたとも考えられる。 

また、支援体制の違いも考えられる。令

和７年度の調査対象者は、難病相談支援セ

ンターや患者会からも紹介を得た。難病相

談支援センターには、患者とつながり続け

孤立させない役割がある(前川絵里子 et al., 

2024)。病状が不安定な時の社会的疎外感

を回避するためには周囲のサポートが欠か

せず(島田敦 & 野田智子, 2024; 那須文実 et 

al., 2015) 、令和７年度の調査対象者は、

難病相談支援センターや患者会の支援が得

られていることも、自分らしさの確立に影

響していた可能性も考えられる。 

アプリ「わらいふ」を活用する際には、

対象の年代や生活経験や支援環境を把握し

たうえで、セルフモニタリングを支援する

必要が確認された。 

 

２．自己の波の認識や環境の変化 

 令和６年度に比べ、全体に令和７年度は、

自己の波を認識できたり、環境を整えるこ

とができたと回答するものが多かった。 

本来感の結果同様に、令和７年度は、令

和６年度に比較して、年代が高めであった

ため、病を持ちながら生活する中で、症状

の波との付き合い方や、環境への働きかけ

を身に着けていたと思われる。疾患は異な

るが、令和５年度に慢性疼痛を持つ就労者

へ聞き取り調査をした際には、〈痛みが生

じる状況を自己分析する〉ことをしたうえ

で、〈痛みが生じないよう日常の動作を調

整する〉〈痛みが生じないよう休養と活動

の均衡を保つ〉という自己の生活行動を工

夫し、さらに〈自宅の環境や生活様式を調

節する〉ことをしており、症状の波の管理

ができていた(丸谷 美紀, 2024) 。また、

自己完結した工夫のみならず〈症状に応じ

て家事を行う〉ことや〈家族と家事を分担

する〉〈家族と痛みを分かち合う〉など、

環境を整えていた(丸谷 美紀, 2024)。 

本来感の結果同様に、アプリ「わらいふ」

を活用する際には、セルフケアの状況や支

援環境を把握し、日常生活行動、心身の状

態、環境の項目の選択を支援する必要があ

る。 

 

3．アプリ「わらいふ」の使いやすさ 

令和６年度に比べ全体に令和７年度は、

全体に使いやすい回答が多かったが「項目

の数は丁度良かった」は「あてはまらない」

が令和６年度同様であった。 

令和６年度の調査結果を踏まえ、アプリ

の機能を改善したことが功を奏したとも考

えられる(臼井千恵, 2025; 丸谷美紀, 2024)。 

また、令和６年度は調査対象者のうち知

的障害者が 21.4％であったため、支援者の

協力を得て、時間をとって対応しても使い

にくさが残った可能性も考えられる。 

 

4．自由記述 

自身の振り返りに活用されており、自分

らしさや波の認識に役立っていると思われ

る。難病患者が病状の悪化などで離職する

場合、医師などに相談せず、退職後の事後

報 告 が 多 い と も い わ れ る(春 名 由 一 郎, 

2024)。本アプリでセルフモニタリングし

た結果を、医師などの支援者と病状を共有

し、病状悪化を未然に防いで安定した就労
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生活に役立ていただけることを願う。 

また、就労選択支援は、作業場面を活用

したアセスメントやケース会議など、多要

素が存在する（厚生労働省, 2024）。そのた

め、週単位の目標を設定することも、有効

な方法と考える。 

 

5．サンプル数および調査手法の限界 

今回のサンプル数は 9 名と多くはなく、

結果の一般化には注意が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、就労支援アプリ「わらいふ」

を難病患者に試用していただき、評価をま

とめた。令和６年と比較し令和７年は、本

来感、波の認識、アプリ自体の使いやすさ

は全体に肯定的であった。 

対象者の年代、生活経験、支援環境を把

握し、アプリでセルフモニタリングを行う

項目、すなわち日常生活行動、心身の状態、

環境の選択を支援する必要がある。 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得. なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 なし 
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表１．アプリ入力項目 

日常生活行動 心身の状態 環境 

食事 気持ちの落ち着き 家族の理解や協力 

睡眠 集中力や意欲 服薬 

スケジュール 体の症状 周りの雰囲気 

清潔や身だしなみ 動きや感覚の制限 仕事の内容や負担 

健康管理 

 

作業の開始や終了の時刻 

金銭管理 装具、機器や家具 

家庭生活 作業の時間や休憩 

通所や通勤などの移動 友人や地域・社会との関係 

周りの人との コミュニケーション 

 仕事のルールや連絡 

作業 

休みの日 

 

表2 本来感 

いつも自分らしくいられる 
 いつでも揺るがない「自分」を持っている 
 人前でもありのままの自分が出せる 
 他人と自分を比べて落ち込むことが多い 
 自分のやりたいことをやることができる 
 これが自分だ、と実感できるものがある 
 いつも自分を見失わないでいられる 

 

表6   アプリ使用前後の本来感の変化 令和６年度、７年度の比較 

    R6 R7 

質問項目 回答 
使用前 使用後 使用前 使用後 

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ 

 いつも自分らしくいられる 
あてはまらない 40 58.8 30 54.6 7 38.9 2 22.2 

あてはまる 28 41.2 25 45.5 11 61.1 7 77.8 

 いつでも揺るがない「自分」を持っている 
あてはまらない 39 57.4 31 56.4 9 50 4 44.4 

あてはまる 29 42.7 24 43.6 9 50 5 55.6 

 人前でもありのままの自分が出せる 
あてはまらない 47 69.1 32 58.2 11 61.1 4 44.4 

あてはまる 21 30.9 23 41.8 7 38.9 5 55.6 

 他人と自分を比べて落ち込むことが多い* 
あてはまらない 31 45.6 24 43.6 11 61.1 6 66.7 

あてはまる 37 54.4 31 56.4 7 38.9 3 33.3 

 自分のやりたいことをやることができる 
あてはまらない 44 64.7 31 56.4 9 50 1 11.1 

あてはまる 24 35.3 24 43.6 9 50 8 88.9 

 これが自分だ、と実感できるものがある 
あてはまらない 41 60.3 31 56.4 6 33.3 2 22.2 

あてはまる 27 39.7 24 43.6 12 66.7 7 77.8 

 いつも自分を見失わないでいられる 
あてはまらない 48 70.6 35 63.6 10 55.6 3 33.3 

あてはまる 20 29.4 20 36.4 8 44.4 6 66.7 
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表７．自己の波の認識や環境 

 
R6 R7 

あてはまらな

い 
あてはまる 

あてはまらな

い 
あてはまる 

質問項目  n % n % n % n % 

自分の調子や波の様子がわかった 30 54.6 25 45.5 1 11.1 8 88.9 

自分の調子や波とうまく付き合えそうだと思う 30 54.6 25 45.5 2 22.2 7 77.8 

自分の調子や波を支援者や関係者等と共有できた 36 65.5 19 34.6 3 33.3 6 66.7 

家や仕事の環境を整えてもらうことができた 42 76.4 13 23.6 3 33.3 6 66.7 

 

表８．一般的な使いやすさ 

  
R6 R7 

あてはまらない あてはまる あてはまらない あてはまる 

質問項目  n % n % n % n % 

アプリの説明書は分かりやすかった 24 43.6 31 56.4 1 11.1 8 88.9 

アプリの文字の大きさは見やすかった 12 21.8 43 78.2 0 0.0 9 100.0 

アプリの色は見やすかった 13 23.6 42 76.4 0 0.0 9 100.0 

項目はクリックのしやすかった 21 38.2 34 61.8 1 11.1 8 88.9 

項目の数は丁度良かった 41 74.5 14 25.5 7 77.8 2 22.2 

項目の名前は分かりやすかった 29 52.7 26 47.3 4 44.4 5 55.6 

記録は５段階で回答しやすかった 16 29.1 39 70.9 1 11.1 8 88.9 

画面の動き方はスムーズだった 21 38.2 34 61.8 2 22.2 7 77.8 

振り返りのグラフは見やすかった 39 70.9 16 29.1 4 44.4 5 55.6 

 

表９．自由回答 

セルフモニタリングの理由  
働く理由を最初に記入したが、小さな理由や目標を週単位で設定したら、達

成感や自己肯定感に繋がるのでは 

アプリの動作  

起動する手間があると感じた 

画面の切り替えが不便で 1 画面で簡潔できる事が好ましい 

日々の行動の項目までで終わったことがあったので、項目の一番最後に次の

項目に移動 とか書いてあると次にいくのを忘れずに済む 

アプリの項目：数、例示、評

価段階 

入力数は適正であった 

余暇 の項目は毎日必要だろうかと感じた 

使い方のワークブック同様に、アプリにも「例：健康管理はできている(服薬

や医師の指示)」などのように例ということを明記していただけるとよい 

『できなかった(0〜40%)『通常(50〜70%)モード』『通常より良かった(80%

〜)』の 3 段階ほどの回答で良いのではないか 

継続の支援機能 カレンダーに回答した日は色やスタンプが付くと見やすいと思った 



 

59 

 

毎晩開く楽しみが少しあるといいと思った 

入力する時間を通知する機能があると気づきやすい 

アプリの効果  

アプリに記録する習慣がついていなかったが、自分の気持ちの見直しをする

のにとてもいいと思った 

アプリを使用して自身の健康管理の意識づけになり、たいへんありがたいア

プリだと感じた 

就寝前に一日の振り返りを兼ねて利用することが多かった 

 

 

 

 

図１．就労支援アプリ「わらいふ」イメージ
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Ａ．研究目的 

本研究では、既存の障害者就労支援の研

究成果を基に、今日の情報通信技術を生か

した継続的なアセスメント（セルフモニタ

リング）を可能とする手段としてアプリケ

ーションの開発を目指している。即ち、障

害者本人の状態の波と支援環境を突合させ

て経過をモニタリングするための〈就労支

援アプリ〉開発に向け、アプリ試用中の行

動・心身・環境の値の変動を検討した[1]。 

その結果、〈就労支援アプリ〉は、セル

フモニタリングにより、本来感を高めるこ

とに加え、支援者とのコミュニケーション

ツールとしても機能するなど、利点が確認

された[2] [3]。一方で、いくつかの「問題

点」と「課題」が指摘された。より有用な

アプリケーションとして活用するためには、

要旨 

 

本研究では、障害者本人の状態の波と支援環境を突合させて経過をモニタリングする

ための〈就労支援アプリ〉開発に取り組んだ。〈就労支援アプリ〉の開発においては、

多くの利点がある一方で、いくつかの「問題点」と「課題」が指摘された。本稿では、

SWOT を用いて〈就労支援アプリ〉の強みと課題を整理した。これは、外部環境や 内

部環境を強み (Strengths)、弱み (Weaknesses)、機会 (Opportunities)、 脅威 (Threats) 

の 4 つのカテゴリーで 要因分析し、経営戦略などを策定する 方法の一つである。 

 まず、問題として、1）デジタル格差（ICT リテラシーの問題）、2）日々の情報収集に

よる個別支援の限界、3）求人マッチング精度の問題、4）個人情報・プライバシー管

理、5）支援の継続性、6）多職種連携の難しさ、7）利用者のモチベーション維持、8）

企業側の理解不足、が上げられた。 

これらを SWOT で整理したところ、Strengths（強み）には時間や場所を問わず利用

できる等、Weaknesses（弱み）は高齢者や障害者では操作が難しい場合があるなど、

Opportunities（機会）は障害者雇用促進やリスキリング政策の拡大など、Threats（脅

威）はサイバー攻撃や情報漏洩などが整理された。 

今後の検討事項として、AI 活用と人間支援の両立、就労定着や QOL 向上を視野に入

れた包括的支援が求められる。 
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利点と問題点を構造的に整理し、改善に向

けた方略を示す必要がある。 

目標を達成するため に意思決定を必要と

している組織や個 人のプロジェクトを分析

する手法の一つに SWOT がある[4]。これ

は 、 外 部 環 境 や 内 部 環 境 を 強 み 

(Strengths)、 弱 み (Weaknesses)、 機 会 

(Opportunities)、 脅威 (Threats) の 4 つの

カテゴリーで 要因分析し、経営戦略などを

策定する 方法の一つで、種々の分析で活用

されている[5]。 

そこで、本稿では、SWOT を用いて〈就

労支援アプリ〉の強みと課題を整理し、今

後の改善への示唆を提示する。 

 

Ｂ．研究方法 

 障害者の就労支援に関する各種報告、及

び、本研究班の令和５年度から７年度の３

年間のアプリ試用に関する報告や種々の意

見から、「就労支援アプリケーション」活

用 の 問 題 点と 課 題を 整理 し 、 そ の後 、

SWOT 分析を行う。最後に、今後の検討事

項を提示する。 

 

Ｃ．研究結果 

1.「就労支援アプリケーション」活用の問

題点と課題 

 

1）デジタル格差（ICT リテラシーの問題） 

＜問題点＞ 

高齢者や障害の利用者は、スマートフォ

ンや PC 操作が難しい。とくにアプリへの

登録操作や日々の入力作業の継続に困難が

ある。またインターネット環境が十分でな

いために起こる通信の不具合などにより操

作性の障害などが生じる。 

 

＜課題解決の方法＞ 

① 個人のアセスメント項目を必要最小限

にして音声入力など手間を最小限に工

夫する。 

② 平易な日本語を用いて応えやすいよう

に工夫する 

③ 文字表示を大きく分かり易い画面で構

成する 

④ アプリ入力の補助者（同居家族や同居

人、同じ境遇の友人など伴走者）を配

置する 

⑤ オフラインとオンラインを組み合わせ

て日々入力の手間を最小限に設計する 

⑥ 定期的な遠隔通信を含む対面やチャッ

ト機能などを活用した情報収集を取り

入れる 

 

2）日々の情報収集による個別支援の限界 

＜問題点＞ 

利用者の心理状態や生活背景を入力操作

のみでは把握しにくい個々人の情報、「働

きたいが不安」「対人恐怖がある」など、

日々のアプリ入力で捉えられない変化は捉

えにくい。 

 

＜課題解決の方法＞ 

① 支援員との対話や観察などとハイブリ

ッド運用 

② チャットやビデオ通話などを活用して

定期的な対面による面談を取り入れる 

③ メンタルヘルス評価などの入力結果の

分析を対象に返して支援者との連携を

とる 

④ 継続的フォロー機能 

 

3）就労選択や求人マッチング精度の問題 

＜問題点＞ 
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希望条件と実際の職場環境が一致しない

場合が多く、障害特性や配慮事項が十分反

映されない場合、離職率が高くなる可能性

も示唆されている。 

 

＜課題解決の方法＞ 

① 職場定着のためのデータの蓄積（AI 化

に向けての活用の基礎として） 

② 企業側情報の透明化（就業満足度との

関連性の把握） 

③ 実習・体験就労との情報連携の推進 

④ AI 化に伴うマッチング精度の向上は今

後の課題 

 

4）個人情報・プライバシー管理 

＜問題点＞ 

障害程度の情報、病歴、生活困窮状況な

ど機微情報を扱うために、入力項目を精選

したり、情報漏洩リスクには十分な配慮を

行うことが求められる。障害者を対象とし

た場合、実施にあたってインフォームドコ

ンセントや同意条件に留意が必要である。 

 

＜課題解決の方法＞ 

① 強固なセキュリティの構築 

② アクセス権限と管理体制 

③ 利用者同意の手順の明確化 

④ データ匿名化への検討 

 

5）支援の継続性 

＜問題点＞ 

就職決定後にアプリ利用が途切れること

が多い事や、職場の定着支援が弱い、離職

後の再支援につながりにくいなどが想定し

得る。 

 

＜課題解決の方法＞ 

① 就職後のフォロー機能 

② ストレスチェック機能の追加 

③ 定期相談機能の追加 

④ 離職予防アラートの発信 

 

6）多職種連携の難しさ 

＜問題点＞ 

ハローワーク、医療、福祉、教育機関、

企業間で情報共有が難しい。記録様式の統

一されていない。 

 

＜課題解決の方法＞ 

① 共通のプラットフォーム化 

② 標準化された記録様式の作成 

③ API 連携 

④ 多機関連携機能の導入 

 

7）利用者のモチベーション維持 

＜問題点＞ 

長期失業者においては継続利用が難しい。

「応募しても採用されない」経験で離脱し

やすいことが懸念される。 

 

＜課題解決の方法＞ 

① 成功体験の可視化 

② ゲーミフィケーションなどの工夫 

③ ピアサポート機能の工夫 

④ カウンセリングへの対応 

 

8）企業側の理解不足 

＜問題点＞ 

雇用サイドが支援アプリの支援効果が十

分理解されていない。合理的配慮の知識不

足。障害者雇用への不安、などの問題が挙

げられる。 

 

＜課題解決の方法＞ 
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① 企業教育コンテンツの開発・普及 

② 成功事例データベース 

③ 企業向け相談窓口 

④ 支援機関との連携強化 

 

２.就労支援アプリケーションの SWOT 分

析の結果 

 

■Strengths（強み）  

・時間や場所を問わず利用できる 

・求人検索、面談予約、記録管理を一元化

できる 

・AI による適性分析や求人マッチングが可

能 

・支援履歴を蓄積し継続支援に活用できる 

・支援員間で情報共有しやすい 

・利用者の自己管理（応募状況、体調、目

標設定）がしやすい 

 

■Weaknesses（弱み）  

・高齢者や障害者では操作が難しい場合が

ある 

・利用者の心理状態や生活背景を十分把握

しにくい 

・アプリのみに依存すると、対面支援に比

べ関係形成が弱くなる可能性 

・個人情報漏洩リスク 

・AI マッチングの精度に限界 

・継続利用されず離脱しやすい 

 

■Opportunities（機会）  

・障害者雇用促進やリスキリング政策の拡

大 

・少子高齢化による労働力不足 

・テレワーク普及による多様な働き方 

・生成 AI やデータ分析技術の進歩 

・地域包括ケアや福祉 DX 推進 

・医療・福祉・教育との連携強化 

 

■Threats（脅威）  

・サイバー攻撃や情報漏洩 

・利用者のデジタル格差拡大 

・支援の機械化に依存することよる人間的

支援の希薄化 

・企業側の障害理解不足 

・法制度変更への対応負担 

・アプリ乱立による利用者混乱 
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Ｄ．考察 

以上の分析結果を踏まえ、「AI＋人間支

援」のハイブリッド化が大きな開発課題と

なる。とくに今後、高齢者、発達障害者、

精神障害者、外国人障害者（音声案内、や

さしい日本語、pictogram の活用、多言語

対応など）などの「デジタル弱者への配慮」

へのアクセシビリティ設計が求められる。

また、就職後の定着支援も重要であり、今

後は離職予防、ストレス管理、職場適応支

援まで含めた継続支援型アプリが求められ

る。 

就労支援アプリケーションは、支援効率

化や情報共有に優れる一方、利用者の心理

社会的背景を十分に把握しにくいという課

題を有する。そのため、デジタル技術のみ

で完結するのではなく、支援員による伴走

型支援を併用したハイブリッド支援モデル

の構築が重要である。また、就職支援のみ

ならず、就労定着や QOL 向上を視野に入

れた包括的支援が求められる。その点にお

いて、本研究で支援者と共にアプリ入力後

の状態をグラフとして出力し、互いに検討

することは意義があったと考える。 

 

今後の検討事項として、次の点が考えら

れる。 

① AI 活用と人間支援の両立 

AI を導入する場合においても、支援員に

よる伴走支援を継続的に組み合わせる。 

② 就職より「定着支援」重視 

「就職できたか」ではなく、継続勤務、働

きがい、メンタル維持などの評価にも活用

する方向。 

③ 包摂性（インクルーシブ設計） 

障害者、高齢者、外国人、発達特性など

多様な利用者にも対応できるような設計。 

 

Ｅ．結論 

本稿では、SWOT を用いて〈就労支援ア

プリ〉の強みと課題を整理し、今後の改善

への示唆を検討した。 

 Strengths（強み）には時間や場所を問わ

ず利用できる等、Weaknesses（弱み）は高

齢者や障害者では操作が難しい場合がある

など、Opportunities（機会）は障害者雇用

促 進 や リ ス キ リ ン グ 政 策 の 拡 大 な ど、

Threats（脅威）はサイバー攻撃や情報漏

洩などが整理された。 

今後の検討事項として、AI 活用と人間支

援の両立、「定着支援」重視、 包摂性があ

げられる。 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得. なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 なし 
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III．研究成果の刊行に関する一覧表 
      雑誌                                                     
 

  発表者氏名   論文タイトル名  発表誌名   巻号  ページ   出版年 

丸谷美紀, 湯川慶子, 川
尻洋美, 今橋久美子, 武
澤友広, 湯沢由美 

変 調 の 大 き い 障 害 者

の た め の ア プ リ を 併

用 し た 就 労 ア セ ス メ

ン ト 研 修 の 開 発 ―

ADDIE モデルを用い

て―.  

保健医療科学 74(4) 384-396 2025 

Marutani M, Takezaw
a T 

Current status and 

future prospects of 

assessment for 

employment choice 

support for people 

with disabilities in 

Japan  

J. Natl. Inst. 
Public Healt
h 

75(1) 

 

52-62 2026 

園川千賀子，丸谷美紀 障害者の就労支援と文

化 -地域・民族・国家

によって異なる障害の

捉え方と, 就労生活に

及ぼす影響.  

保健医療科学 74(4) 397-401 2025 

 

 



令和 ８年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  浅沼 一成         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究         

３．研究者名  （所属部署・職名） 生涯健康研究部・特任研究官                           

    （氏名・フリガナ） 丸谷 美紀・マルタニ ミキ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年 4月 3日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  学校法人 産業医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  堀江 正知        
 

   次の職員の令和 ７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究   

３．研究者名  （所属部署・職名） 産業生態科学研究所・教授                    

    （氏名・フリガナ） 江口 尚・エグチ ヒサシ                       

４．倫理審査の状況 

 
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 産業医科大学倫理委員会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年 ４月 １日 
厚生労働大臣  殿 

機関名 順天堂大学

所属研究機関長 職 名 学長 

氏 名   代田 浩之  

 

次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業  

 

２．研究課題名    アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究  

 

３．研究者名 （所属部署・職名） 医学部・先任准教授  

 

（氏名・フリガナ） 臼井 千恵・ウスイ チエ  

４．倫理審査の状況 
 

 該当性の有無 

有 無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫 

理指針（※3） 

 

�� □ 

 

��  

 
順天堂大学 

 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ��
  

□ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 □ ��
  

□ 
 

□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ��
  

□ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とする医
学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
 

６．利益相反の管理 
 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ （有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

受講 ■ 未受講 □ 研究倫理教育の受講状況 



2026年 5月 8日 
厚生労働大臣                                         

                                                                                            
                  
                              機関名  医療創生大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  新谷 幸義        
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   障害者政策総合研究事業                                        

２．研究課題名   アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  国際看護学部・教授                                

    （氏名・フリガナ）  川口 孝泰・カワグチ タカヤス                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 

研究代表者の所属施設（国立保健

医療科学院研究倫理審査委員会）

に依頼 承認番号：

NIPH-IBRA#23002 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有□ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。     
 ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 8 年 4 月 17 日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                 
                              機関名 群馬パース大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤田 清貴           
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                                          

２．研究課題名 アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 看護学部看護学科  講師                                  

    （氏名・フリガナ） 川尻 洋美  （カワジリ ヒロミ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ８年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  浅沼 一成         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                             

２．研究課題名  アプリを併用した就労アセスメントの専門性向上のための研修の開発についての研究         

３．研究者名  （所属部署・職名） 疫学・統計研究部・上席主任研究官                           

    （氏名・フリガナ） 湯川 慶子・ユカワ ケイコ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


